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池 田　恢  
医療放射線監理委員会委員長、堺市立総合医療センター放射線治療科部長

　ここ数年のコロナに加えて本年2月からのウ
クライナでの侵攻など、殊に著しい変化に見舞
われ、皆様にも相応に影響を受けておられるも
のとお察し申し上げます。

　さて、当・医用原子力技術研究振興財団で実
施している放射線治療での使用線量計の校正作
業として、水吸収線量単位での分離校正を開始
し、一体校正と分離校正とを並行して提供して
まいりましたが、標題のように2023年4月より
「一体校正」から「分離校正」のみのお取り扱い
となります。
　ご存じのように、線量計は放射線が照射され
る電離箱の部分と、それを計測する電位計の部
分の２つから構成されています。放射線治療現
場の施設では、これらを一体として取り扱われ
ますが、施設によっては電離箱は複数を所持し
ておられる場合もあり、近年では殊にFarmer
型電離箱より小型のものも使用されています。
電離箱の場合、種類ごとの比較や、リファレン
スにどのようなものを選ぶかなどを考慮する必
要があります。このような状況に対しては、電
位計および電離箱をそれぞれ計測して校正値を
付与する方式（分離校正）をとることがより現
実的と思われます。欧米ではこの方式がすでに
一般化しています。米国医学物理学会からは

AAPM TG51 Addendumとして電離箱の種類
による特性や、リファレンス使用の場合の選択
基準などを規定しています。また電位計につい
ては日本医学物理学会から「放射線治療用線量
計に用いられる電位計のガイドライン」が発刊
されています。
　当財団で受け入れ可能な電位計につきまして
は、ホームページに一覧として掲載しておりま
すのでご参照ください。その他、疑問の点など
につきましては下記連絡先にてお問い合わせく
ださい。
連絡先： https://www.antm.or.jp/info-kosei/

form.html

参照文献
１）日本医学物理学会：「放射線治療用線量計に用いら
れる電位計のガイドライン」2017年

２）光子線の標準線量計測における電離箱の選択につい
て　線量校正センターニュース第6号2016年pp. 
6-10.

３）分離校正における電位計校正の受け入れについて　
線量校正センターニュース第8号2018年pp. 5-8.

４）「治療用線量計の分離校正サービスへの完全移行に
ついて」各施設の線量計校正（一体校正）の結果報告
時に当財団から添付する書類　2021年　

巻 頭 言

線量計の校正：一体校正から分離校正へ
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拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。
当財団の事業活動につきまして、平素より種々のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当財団では2018年7月より分離校正への移行期間（5年間）として治療用線量計の分離校正サー
ビスを一体校正と並行して提供してまいりましたが、一体校正の取扱いを2023年3月31日の校正実施
をもって終了いたします。これまでも財団ホームページ等でご案内をしておりますが、2023年4月1
日より分離校正のみの提供へと完全移行させていただきます。
現在、一体校正を実施の電位計の中には、分離方式での電位計校正の対象とならない機種がござい

ます。財団ホームページに掲載の受け入れ電位計一覧（電位計単体JCSS校正）を今一度ご確認いただき、
受け入れ対象となる電位計のご準備をお願いいたします。この一覧の記載内容は、適宜更新されますの
でご了承願います。

なお、分離校正の初回のお申込みは、受け入れ対象となる電位計の校正と電離箱校正を同時にお申込み
ください。3年以内に校正済み（または直近に校正予定のある）電位計を所有の場合は、電離箱校正の
みのお申込みも可能ですが、組み合わせの対象となる電位計の型式、シリアルNo、校正実施日（または校正
予定日）など、ご連絡いただく必要がございますのでご承知おき願います。

なお、ご不明な点がございましたら、下記お問い合わせ先までご連絡願います。
敬具

（お問い合わせ先）
公益財団法人　医用原子力技術研究振興財団　線量校正センター　業務管理係
住所：〒263-0041　千葉市稲毛区黒砂台3-9-19
電話：043-309-4330、E-mail：info-kosei@antm.or.jp

一体校正サービス終了のお知らせ

2022年8月1日
各　位

公益財団法人 医用原子力技術研究振興財団
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電子線線量計算が普及するためには
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o p i c s

話 題

放射線治療計画において線量計算アルゴリズ
ムの精度は線量分布、照射線量を決定するため
に必要不可欠な要素である。とくに近年では計
算機の性能向上に伴い、これまで理論的には確
立されていたが計算時間の問題により臨床使用
されていなかったボルツマン分布輸送方程式
ベース、モンテカルロ法ベースの線量計算アル
ゴリズムが治療計画装置に搭載されている。電
子線治療においてもモンテカルロ法ベースの線
量計算アルゴリズムが各社より提供されてい
る。しかし、X線治療における線量計算とは異
なり、電子線治療においては過去のペンシル
ビームベースの線量計算アルゴリズムによる計
算精度の限界が報告 1）されていた歴史的背景も
重なり、治療計画装置より算出されたモニタユ
ニット（MU）をそのまま使用せず、ファントム
を用いた実測ベースの出力係数や深部線量百分
率を用い手計算したMUを臨床使用する施設が
大半である。皆様の施設はいかがでしょうか。
本稿では電子線治療において、なぜモンテカ

ルロ法ベースにて算出されたMUが用いられな
いのか、それらを使用するためにはどのような
ハードルを超えなければならないのか私見を交
えて話題提供を行う。
一般的に治療計画装置の線量計算アルゴリズ

ムを臨床使用するためにはビームデータの取得
後、治療計画装置の線量計算結果（相対線量分
布、絶対線量）と実測値が合致するか検証、調

整するコミッショニング作業が必須となる。
まず、ビームデータの取得に関してアルゴリ
ズムが高度になるほど取得するビームデータは
多くなる。電子線モンテカルロ法は従来のペン
シルビーム法では不要であった軸外線量比の取
得が必須となる。さらに、電子線の測定は荷電
粒子のためX線よりも測定難易度が高くなる。
加えて、照射野サイズの大きさに合わせアプリ
ケータを変更するため、電子線エネルギー数と
アプリケータ数を掛け合わせた数のビームデー
タ取得が必要となり多大な時間が費やされる。
大半の施設では外部照射の95%以上はX線治療
であり、X線を用いた強度変調照射や定位照射
と比べると電子線照射は診療報酬の観点からも
支援が乏しい状況となる。ビームデータ測定期
間の延長は治療開始時期の延長となり、そのよ
うな観点から電子線モンテカルロ用のビーム
データの取得を十分に実施できないというハー
ドルは存在しうる。
次にコミッショニングに関してはX線治療

に比べるとユーザが触れる情報量が少ないこと
が大きなハードルとなっていると考えられる。
強度変調照射や定位照射などの高精度放射線治
療においてはコミッショニングに関する方法
論、測定機器、ガイドラインが充実している。
且つ、臨床における優先順位の高さからも学会
等における講習会にて触れる機会も多い。しか
し、電子線治療に関しては測定のガイドライ

日本赤十字社和歌山医療センター　放射線治療科部医学物理課　課長　石原佳知
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ン 2）、MU算出のガイドライン 3）は存在するが
線量計算アルゴリズムのコミッショニングに関
するガイドラインは乏しい現状となっている。
電子線モンテカルロ法にて算出されたMUを

臨床使用するためにはこのコミッショニングが
最も重要となる。前述のとおりガイドラインは
乏しいがいくつかの有益な文献報告は存在する。
Dingらは均質な水条件および水等価ファン

トム内に骨、肺や空気空洞ファントムを組み込
んだ不均質条件での線量分布とMUを評価して
いる。6、12、18 MeVのエネルギーにおいて正
方形と矩形照射野の出力係数を評価し、線源表
面間距離110 cm以上の6 MeVにおける小照射
野を除けば実測値と2%以内で計算可能と報告
している 4）。Xuらは小照射野における電子線
モンテカルロ法の計算精度を水ファントムにて
評価した結果、6‒20 MeVの線源表面間距離100 
cm、直径3 cm以上のカットアウト照射野にお
ける線量最大深を100%で正規化した結果は実
測値と約2.5%以内で合致したと報告した 5）。た
だし、照射野直径2 cmでは6 × 6 cm2のアプ
リケータにおいて7%を超えるMUの相違を認
め、カットアウトサイズとして最終的な照射野
が同じでも装填するアプリケータによりMU計

算への影響があることを示した。また、Poppl
らは直径3 cmの小照射野においては6 MeVの
電子線においてやや大きい5%程度の誤差が
あったと報告している 6）。
臨床における電子線の乳房ブースト照射は表

面の凹凸形状や照射野内乳房に厚み差があり、
加えて肋骨や肺など不均質部が存在する。この
不整で不均質な条件は水ファントム条件とは異
なり電子線の散乱場が一様でないため、手計算
法から求めたMUとの乖離が生じる。Lawrence 
らは乳房に見立てた凸型ファントムを用いて斜
入状態も組み合わせて電子線モンテカルロ法で
は3%以内で出力変化を計算できているとし
た 7）。Ericらは実際の乳房温存症例よりも極端
に不利な条件となる不均質ファントムを作成し
検証を実施した 8）。不均質ファントムの設定は
肺を模した低密度ファントムと骨を模した高密
度ファントムを交互に設置し9 MeV電子線を
照射した実験系となっており、実測はラジオク
ロミックフィルムを用いている。図1に検証結
果の一部を引用し提示する。図1右上部は三次
元γ解析（2 mm/3%）の結果が表示されており
98％以上のパス率であることが報告されてい
る。図１下部は中心軸上における線量の比較が

図1：不均質ファントムを用いた電子線モンテカルロ法線量計算結果と実測との線量分布比較
（左上: 等線量曲線、右上:γパス率、下:線量比較）参考文献（8）より引用
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示されており不均質ファントムによる生じる線
量変化を計算結果において再現されていること
がわかる。
Shiojiらの報告では乳房温存症例を用いて

ICRUレポート71にて推奨されている手計算に
より算出されたMUと電子線モンテカルロ法に
よって算出されたMUの検証を行っている。図
2に検証結果の一部を引用し提示する 9）。この
報告によれば水ファントムの均質な条件におい
ては手計算と電子線モンテカルロ法は良好な一
致を示したが臨床症例においては10%以上の
差が生じることが示唆されている。図2上部は
ビーム入射面に対する乳房面の傾斜角度とMU
値差の関係を箱ひげ図にて検証している。電子
線モンテカルロ法により算出したMUは3種類
の正規化方法が採用されており、水ファントム
において取得した使用エネルギーにおけるビー
ム軸上の線量最大深において正規化した方法を
PN、治療計画上におけるビーム中心軸上の最
大線量にて正規化した方法をNPN、治療計画上
の線量計算領域における最大線量にて正規化し
た方法を100%BMとしている。ICRUレポート
71 に準拠した方法はPNとなる。図2下部は照
射野内の乳房圧差とMU値差の関係を提示して

いる。これにより乳房圧差が大きくなるほど
MU値の乖離が大きく、また、ばらつきも大き
くなることがわかる。ここで興味深いのは
Shiojiらの報告はICRUレポート71にて推奨さ
れている手計算との比較を行っている点であ
る。この手計算の算出式では患者の解剖学的構
造を考慮に入れることができないため、必然的
に誤差が生じる可能性が高くなる。つまり、電
子線モンテカルロ法にて算出されたMUを独立
検証することは現状推奨されているICRUレ
ポート71では限界があるということを示唆し
ている。
これまでの文献報告を要約すると、電子線モ
ンテカルロ法を用いて算出したMUの結果は均
質ファントム、不均質ファントムにおいて臨床
使用可能な精度であるということがわかる。そ
して、乳腺形状を模したファントム、複雑な不
均質形状を模したファントムによる実測結果と
の検証においても同様に高精度を担保できる。
しかし、実臨床プランのファントムを患者毎に
用意することは現実的に難しく、何らかの独立
検証を実施するために最有力となるICRUレ
ポート71の手計算法では限界が生じる、という
ことになる。

図2：臨床症例における手計算、および電子線モンテカルロ法により算出されたMUの比較。
参考文献（9）より引用
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これをX線強度変調照射に置き換えてみる
とどうであろうか。強度変調照射におけるMU
は治療計画装置より算出されたものを使用す
る。その精度を担保するための検証としてファ
ントムを用いた実測を行うのが一般的である。
このファントムにおける実測には解剖学的構造
による線量不確実の検証が排除されている。真
に正しい線量を検証するためにはin-vivo測定、
もしくは実臨床プランのファントムを患者毎に
用意するとなるがそれは現実的ではない。これ
を担保するために不均質ファントムにおける絶
対線量検証をコミッショニングの段階で実施し
ており、強度変調照射に関するガイドラインに
おいても推奨されている。
つまり、現状の電子線モンテカルロ法におい

ても同様の検証は行えていることがわかる。電
子線モンテカルロ法にて算出された結果をファ
ントムに移し替え、同条件にて実測すれば高精
度で合致する可能性は高い。しかし、現状の大
きなハードルはその手法を推奨する代表的なガ
イドラインが存在しないことであると考える。
電子線とX線はその性質の違いから安易に同
様の検証を使用することは躊躇われるが、この
ようなガイドライン等を含めて何らかの提言等
の動きが少ないのは技術的なハードルだけでは
なく電子線治療の優先順位の低さも影響してい
ると感じる。ガイドライン等の発刊は電子線モ
ンテカルロ法の臨床利用に大いに貢献すると愚
考する。先行研究による精度検証結果、また、
問題点も出揃ってきている状況であり、関連学
会の方々には是非とも電子線治療の高精度化に
むけた指針の作成をお願いしたい。
また、コミッショニングの段階において第三

者評価を利用するのも有効な手段と考えられ
る。医用原子力財団では令和元年より電子線の
郵送測定も開始している。電子線導入時におい
てもX線同様に第三者評価を受けることは非
常に有益である。
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● 報 告

放射線治療あすなろ会設立までの道のり
直近20年における放射線治療技術の進歩は

凄まじく、放射線治療を担当する技師にとって
は激動の時代でした。私が東北大学病院で放射
線治療に携わるようになった2000年頃は
IMRTがまさに開始されようとしており、放射
線治療のベテランスタッフが新たに開始される
照射法のデータ測定や装置QA、患者QA、治療
計画に悪戦苦闘していた姿を覚えています。そ
の反面、通常照射ではX線シミュレータを用い
た治療計画が半数あり、装置QAも確立されて
いる状況ではなく、新旧の治療技術が入り乱れ
た混沌とした治療現場でした。放射線治療初心
者の私は当時の現場教育の例にもれず、マニュ
アルではなく仕事は先輩の背中を見て覚えると
言う方針の中、担当技師の行動と言動を頼りに
日々の照射業務に取り組んでいました。
しかし、放射線診断業務とは異なり仕事に対

する責任度が大きく、一つのミスが命に係わる
というプレッシャーを強く感じるようになりな
がらも、解らないことや新たに始めることに関
して“質問する”ことが出来なかったのか、もし
くは“質問できる”環境ではなかったのか、あい
まいな知識のまま日々の治療業務を反復的に
行っていました。
宮城県においても先人が立ち上げた研究会を

再度開催するようになってはいましたが、施設
毎に割り当てられた講義、実験発表が主な内容
で、施設間の情報共有や個々のスキルアップを
目指すような方向性ではなかったため“質問す

る”ためのハードルがとても高く、月日が経つ
につれ放射線治療現場の環境を変えなければい
けないという思いが強くなっていきました。そ
れから10年の歳月を経て、宮城県内において同
様の意見を持つ有志が集まり、みやぎ放射線治
療懇話会（現MIYAGI RT LAB）を立ち上げま
した。
この会では基礎的な内容でも解らないことが
あれば気軽に“質問し”、参加者全員でディス
カッションすることをコンセプトとしました。
初回は僅か８名の参加でしたが、エアコンも効
かない部屋で汗を流しながら積極的に意見交換
を行いました。周囲のベテラン治療技師には滑
稽に映った会だったかもしれませんが、開催毎
に賛同者が増え、数年で新潟、青森、福島、山形
など県外からも参加頂けるようになりました。
県外からの参加者は各県の放射線治療において
中心的な役割を担っており、東北地方の放射線
治療の発展を目的とした意見が合致し、2016年
東北、新潟を繋げる研究会である放射線治療あ
すなろ会を立ち上げ活動することになりまし
た。

放射線治療あすなろ会の編成
東北6県および新潟県を含めた7県の85施設

が主体となっています。東北地方は南北に長く、
参加施設間の最大距離が700kmにもなるため、
各県2名の世話人が他県の世話人との連絡を密
にし、各県の研究会と連携役もして頂くことに
より各治療施設との情報共有を図っています。

放射線治療あすなろ会による
知識、技術の提供と地域連携支援

渡邉 暁（みやぎ県南中核病院　放射線部）
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また、最新の臨床情報や技術的情報を発信する
ために各県の治療医の先生方に顧問をお願いし、
各メーカー様からもご協力を頂いております。

放射線治療あすなろ会の活動
1．総合学術セミナー
放射線治療あすなろ会の基盤となっており、

年に1度開催している座学セミナーです。放射
線治療物理学、技術学、治療医からの臨床情報、
各メーカーからの最新情報提供に加え、統計学、
関係法規、放射線診断領域、医療情報学など放
射線治療に携わるために必要不可欠な多岐にわ
たる話題を提供しています。また各施設の参加
者に気兼ねなく交流していただくことも目的と
しています。毎回200名以上の方々に参加いた
だいており、今年度が第6回目の学術セミナー
となります。

2．多施設による電離箱性能評価
2020年時点、国内での使用実績が少なかった

IBA社製ファーマタイプ電離箱の性能評価を多
施設にて行いました。水吸収線量、Jaff e-Plot、
安定性等の測定を約50施設が参加し測定を行
い評価しました。また、同一の線量測定システ
ム（電離箱、線量計）および専用の線量校正用
シートを使用することにより、各施設の線量校
正システムとの比較や絶対線量算出のための各
係数の確認も行うことが出来ました。

3．部会活動
①　特殊治療部会
東北地方においても特殊治療機の導入が進ん

でいますが、通常のリニアックと比較して台数
は限られているため、安全な治療を行うための
施設間における情報共有は不可欠です。北福島
医療センター星野氏を中心として2020年1月か
らTomotherapyに関してのWeb勉強会を開催
しています。今後は新規に導入する施設のサ
ポートも行っていく予定です。

②　安全管理部会
関係法規を詳細に理解し管理を行うことは、
日々の放射線治療業務に追われる状況下では非
常に困難です。2022年2月から、新潟県立中央
病院大坂氏を中心に小髙喜久雄先生にご指導い
ただきながら「眼の水晶体の等価線量限度」と
「放射線測定の信頼性確保の義務化」に関して
全体像を理解するための補助的な資料作成を
行っています。活動は、基本的にメールが主と
なっており、それぞれの活動で適宜Web会議
を取り入れています。また、当会HPにて資料
の公開および法令に関する相談を受けていま
す。
③　計測部会
福島県立医科大学付属病院岡氏が中心とな
り、各県の部会担当者と定期的に線量測定に関
わるディスカッションをしており、本年度は線
量校正に関するアンケート調査についての学会
発表を行います。また、福島県放射線治療懇話
会および福島県立医科大学付属病院のご協力を
得てガラス線量計を用いた線量管理を行ってい
ます。2021年度現在で39施設の測定が完了し
ています。

開催内容

第1回 Tomotherapy出力測定に関する研究調査項目の検討

第2回 Tomotherapy出力測定に関する研究調査項目の検討

第3回 Tomotherapy出力測定に関する研究調査項目の検討

第4回 Tomotherapy出力測定に関する研究調査項目の検討

第5回 Tomotherapyの乳房照射治療（計画CT撮影）

第6回 Tomotherapyの乳房照射治療（治療計画線量計算）

第7回 今後の特殊治療部会Tomotherapy班の活動について

第8回 機器の故障の予測（メーカーを交えて）

第9回 Tomotherapyによるガラス線量計の測定方法

第10回 MF（Modulation Factor）について

第11回 Tomotherapyの精度管理

表1：特殊治療部会開催内容
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④　放射線治療計画セミナー
放射線治療に携わる診療放射線技師が確かな

知識の下で医師・医学物理士と情報共有を密に
行い安全に適切な放射線治療を提供することを
目的として本年度第1回目は乳がんの放射線治
療を題材に、多根総合病院医療技術部副部長の
川守田龍先生より座学及び放射線治療計画のデ
モンストレーションセミナーを開催しました。今
後も照射部位別のセミナーを開催する予定です。

最後に
放射線治療は放射線業務全般の中でも特殊性

が強く、過去には一部のスペシャリストが率い
て業務が成立するような体制となっていまし
た。しかし現在は各施設とも放射線治療部門が

チームとなりサポート関係を構築し業務を行っ
ています。また、放射線治療品質管理機構では
地域連携支援ネットワークを立ち上げ各施設の
線量管理に対するサポートを行う体制が整いつ
つあります。放射線治療あすなろ会は今後も個
人、各施設、各団体のサポート体制に協力し、
安全な放射線治療の提供を目指していきたいと
考えます。

謝辞
本執筆に際し機会を頂きました帝京大学大学
院保健学研究科川村愼二先生、またご協力いた
だきました北福島医療センター星野勝様、新潟
県立中央病院大坂暁胤様、福島県立医科大学附
属病院岡善隆様に厚く御礼申し上げます。

（表2、表３：
福島県立医科大学附属病院　
岡氏　提供）

表2：ガラス線量計測定スケジュール

表3：ガラス線量計測定結果報告書
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● 報 告

量子科学技術研究開発機構（QST）のコバル
ト照射装置は全国の病院の放射線治療用電離箱
線量計の校正場（二次線量標準機関Secondary 
Standard Dosimetry Laboratory; SSDL）となっ
ており、医用原子力技術研究振興財団により年
間2,000本以上の電離箱が校正されています。
本装置は2006年に導入され、2015年にコバル
ト60大線源（半減期約5年、放射能約111 TBq）
が更新されていましたが、それから半減期（5.27
年）を過ぎた7年目の2022年3月に再び線源更
新されました。本報告では、このための準備か
ら導入まで、またコミッショニングについて報
告します。

１．契約に至るまで
111TBqという高い放射能の線源は容易に購

入することはできません。まず、コバルト59を
原子炉で中性子を照射することによりコバルト
60を作らなくてはいけないのですが、現在日本
向けにコバルト60線源を供給できる原子炉は
カナダに1機あるだけです。その原子炉の運転
スケジュールなどから、1年後ないし2年後な
どのタイムスケールで納期が設定されます。線
源の製造はカナダのNordion社です。また、治
療用電離箱線量計校正のコバルト線源となると
国内でもQST以外では産業技術総合研究所く
らいしかなく、需要が少ない分、導入費用も高
額となります。線源交換の度に費用はほぼ倍増
し、今回の更新費用は治療用リニアック本体が
1台購入できるレベルに跳ね上がり、それを捻

出するために何年も奔走しました。最初のその
衝撃的な見積もりを受領したのは2018年末で
した。機構内の調整に半年をかけましたが見通
しがつかず、次の半年でリース契約を模索しま
したが放射性物質ということでこちらも挫折し
ました。その後も関連学会から線源更新に関す
る要望書をQST理事長宛に書いてもらい提出
するなど様々なアプローチで予算獲得を試みま
した。最終的に、かかった費用は原則、コバル
ト照射装置の使用料（～線量計校正費用の一部）
の値上げにより回収するというストーリーなど
でようやく予算が認められることになりまし
た。これを受けて財団による線量計校正が
2021年4月から大幅な値上げをされております
が、上記事情がございますこと、ご理解の程よ
ろしくお願い致します。
　
２．線源更新作業
線源更新作業も、単に新しい線源を持ってき
て古い線源と入れ替える、という単純な形では
行われません。国内での線源受入はアイソトー
プ協会（川崎技術開発センター）にて行われ、そ
こで照射装置（兼線源収納容器）から古い線源
の抜き取り、新線源の装填が行われ、QSTへ輸
送されてきます。治療レベルの高い放射能のた
め、最近の放射線障害防止法の改正でもっとも
厳しい防護措置に係る区分１に分類され、運搬
にも様々な制約が課され、国土交通省による確
認も運搬時に実施されます。QSTに輸送され
てからも、それを照射室に運び入れるためにま

QSTコバルト照射装置の線源更新
水野秀之（量子科学技術研究開発機構　量子生命・医学部門　QST 病院）
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た大掛かりな手間がかかりました。照射装置自
身はせいぜい1.5m四方しかないサイズなので
すが、遮蔽のための鉛が大量に使用されて非常
に重量が大きいため、輸送トラックから下ろす
だけでも大型のクレーンが必要になり、QST内
の一部道路を封鎖してこの荷卸しは行われまし
た。そこから照射室までも金属板等で養生した

３．コミッショニング
コミッショニングは主に下記の項目について

行いました。
①　出力測定
水中校正（水吸収線量校正）の条件に対して

出力を確認し、水吸収線量は0.6955 Gy/分
（2022/3/16 照射野10 ㎝×10 cm、水中5 cm深、
SCD 80 cm）でした。

②　線量再現性
①と同じ条件で格納－照射－格納による電離

上を電動台車で低速で移動させ、数時間かけて
照射室へ搬入します。照射室内にも簡易的な重
機吊り器が設置され、照射台にセットされます。
その時点でIPを用いて照射野測定を行い、ビー
ム中心軸を既存レーザーと1mm以下の精度で
合わせ、設置完了となりました。

箱の電離電流のばらつきを繰り返し10回測定
し、平均値からの変化を計測し、最大で±0.03%
以内という結果を得ました。

③　ビームの平行性
SCDを2種類変化させ（80、120 cm）、EBT3
フィルムに照射を行い、フィルムのプロファイ
ル解析から中心値を算出し、SCD変化に伴う
ビーム中心位置の変位を計測しました。水平・
垂直ともに、40 cmのSCD変化におけるビーム
中心軸の変位は1 mm以内に収まりました。

重機吊り器で吊り上げ、電動台車で運び出し、クレーンでトラックに積み込みます。新線源装
填後は逆の手順で搬入します。

IPおよびガフクロミックフィルムを使用した軸調整・照射野確認作業
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④　PDD
照射野10×10 cm2、SSD 80 cmの水ファン

トム中で電離箱線量計（PTW 30013）を駆動さ
せてPDDを取得しました。結果を右図に示し
ます。比較のため、日本医学物理学会編纂の外
部放射線治療における水吸収線量の標準計測法
―標準計測法12 1）に掲載されているデータを
プロットしたところ、良好な一致を得ました。

項目 コリメータ
［cm2］

照射時間
［秒］

使用
線量計

SCD
［cm］

ファントム 深さ

①出力測定 10x10 60 電離箱
TN30013

80 水ファントム 5 cm

②再現性 10x10 電流値
測定

電離箱
TN 30013

80 水ファントム 5 cm

③ ビームの
平行性

10x10 60
180

フィルム
EBT3

80
120

タフウォーター 5 cm

④PDD 10x10 30 電離箱
TN30013

80
（SSD）

水ファントム 2～23 cm

表：コバルト照射装置線源更新におけるコミッショニング項目

４．最後に
以上の良好なコミッショニングの結果を得
て、線量計校正を再開致しました。今後も線源
の高騰化が続くようであれば、次回の線源更新
に対してどのように対応するか、リニアック校
正場の整備なども含めて検討していきたいと思
います。

参考文献
1）　日本医学物理学会編：外部放射線治療における水吸
収線量の標準計測法―標準計測法12、2012、通商産
業研究社、東京
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資 料 1

１．概要
・ 　医用原子力技術研究振興財団（以下、財団）
の治療用線量計校正事業は、令和3年度末で
18年が経過。

・ 　水吸収線量単位の校正（水中校正）に移行
後、9年半が経過。

・ 　照射線量単位の校正（空中校正）年1回実施
（但し、令和4年10月で供給終了）。
・ 　分離校正（電位計または電離箱（水中校正）
の単体校正）提供開始から4年経過。

・ 　水中、空中、分離校正ではJCSS標章付の校
正証明書を発行。

・ 　令和4年1～3月にかけて校正時に使用す
るコバルト線源の更新を実施。

なお、令和5年4月1日より、一体校正の受付
を終了し、分離校正へ完全移行いたします。ま
だ分離校正を未実施のユーザーにおかれまして
は、電位計校正の対象となる電位計のご準備を
お願いいたします。財団ホームページに受け入
れ電位計一覧が掲載されております。（ https://
www.antm.or.jp/03_activities/pdf/list_002.pdf ）
ご確認をお願いいたします。
また、空中校正につきましても、これまで校正
申し込みが殆ど無い状況で約6年間校正環境を
維持してまいりましたが、次回のJCSS校正事業
者登録更新より除外することとなりました。そ
の登録更新の準備のため、財団ホームページで
もご案内のとおり、令和4年10月実施分をもっ
て空中校正サービスの提供を終了いたします。

２．令和1～3年度の実績比較
令和1年度から令和3年度（各年度とも、一体
および分離校正の合計）の校正実績比較を表１
に、一体校正と分離校正の内訳を表２に示しま
す。

治療用線量計校正の実績 令和3年度（令和3年4月～令和4年3月）

公益財団法人 医用原子力技術研究振興財団

表２： 令和1～3年度の年度別の一体校正と分離校正
の内訳

年度 校正
日数

電位計
数

電離箱数 校正
件数

校正依頼形態

円筒形 平行平板 合計 直接 仲介

一
体

R3 41 334 492 232 724 956 46 288 

R2 60 542 826 411 1,237 1,648 93 449 

R1 81 669 1,036 526 1,562 2,088 106 563 

分
離

R3 61 103 804 366 1,170 1,536 268 1,005 

R2 52 84 736 334 1,070 1,404 175 979 

R1 36 53 483 251 734 985 119 668 

表１： 令和1～3年度の校正実績比較 （各年度とも一体
校正（水中、空中）と分離校正の合計。）

年度 校正
日数

電位計
数

電離箱数 校正
件数

校正依頼形態

円筒形 平行平板 合計 直接 仲介

R3 102 437 1,296 598 1,894 2,492 314 1,293 

R2 112 626 1,562 745 2,307 3,052 268 1,428 

R1 117 722 1,519 777 2,296 3,073 225 1,231 

R3
月平均 10.2 43.7 129.6 59.8 189.4 249.2 31.4 129.3 

R2
月平均 9.3 52.2 130.2 62.1 192.3 254.3 22.3 119.0 

R1
月平均 9.8 60.2 126.6 64.8 191.3 256.1 18.8 102.6 

※ R3月平均は、線源更新で2か月間校正休止したため、10
か月／年として計算。
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令和1年度はコバルト線源の減衰に伴い年間
実績が前年比で1割程度減少しました。令和2
年度は線源の減衰および前半は新型コロナ対策
の影響で校正の進捗が停滞し、年度後半で校正
日数および1日当たりの件数を増やして前年度
と同程度の実績を維持しました。令和3年度は
コロナ禍の影響は無く、線源の減衰に伴う1日
当たりの校正件数の減少、コバルト線源の更新
に伴う校正休止により、前年度比560件減少と
なりました。
令和3年度の一体校正での校正件数は全体の

38.4%であり、前年度比で18.3%減少していま
す。一方、分離校正による電離箱校正件数は全
体の61.6%であり、前年度比では9.4%増加して
います。分離校正の提供開始から5年間で
100%の移行を目標としておりましたが、4年を
経過して80%に至っておりません。
電位計の校正台数は前年度に比べ全体で189

台減少し、一体校正では208台減少しました。
分離校正では19台増加し年間103台を実施しま
した。分離校正での電位計校正は3年に1回以
上の頻度で実施すること、また、電位計製造・
販売業者による自社での校正が行われているこ
とから、財団での電位計校正数は減少傾向にあ
ります。
なお、令和3年度末のコバルト線源の更新に

より、令和4年度は1日当りの校正件数の増加
に伴い、年間実績もこれまでの最多実績と同等
もしくは増加が見込まれます。

３．月別校正数
表３に令和3年度の一体校正による月別の校
正日数および校正した電位計台数、電離箱数な
らびに校正件数等を示します。空中校正の依頼
は少数のため、年間の総数をまとめて1行とし
てあります。表４では令和3年度の分離校正の
実績を示します。
校正日数および校正件数の合計の割合は一体

校正が4割、分離校正が6割となっています。

表４： 令和3年度線量計校正実績（分離校正のみで集計。）

年/月 校正
日数

電位計
数

電離箱数 校正
件数

校正依頼形態

円筒形 平行平板 合計 直接 仲介

令3/4 6 7 78 44 122 166 24 105 

令3/5 6 6 77 39 116 155 25 97 

令3/6 6 8 75 41 116 157 41 83 

令3/7 5 10 72 34 106 140 31 85 

令3/8 5 10 67 32 99 131 13 96 

令3/9 7 12 102 38 140 178 16 136 

令3/10 8 11 88 41 129 170 16 124 

令3/11 6 13 88 43 131 174 35 109 

令3/12 6 10 88 35 123 158 30 103 

令4/1 4 12 69 19 88 107 35 65 

令4/2 1 3 0 0 0 0 1 2 

令4/3 1 1 0 0 0 0 1 0 

合計 61 103 804
（68.7%）

366
（31.3%）

1,170
（100%） 1,536

268
（21.1%）

1,005
（78.9%）

証明書作成（JCSS）：1,273通（電位計、電離箱ごとに発行）
校正依頼形態　　　： 表３．下欄の記載に同じ。

表３： 令和3年度月別校正数（一体校正のみで集計。水
中は月別、空中は年間の合計で示す。）

年/月 校正
日数

電位計
数

電離箱数 校正
件数

校正依頼形態

円筒形 平行平板 合計 直接 仲介

令3/4 6 44 71 34 105 139 6 38 

令3/5 3 25 39 14 53 67 3 22 

令3/6 4 38 54 23 77 100 7 31 

令3/7 3 21 35 14 49 63 21 

令3/8 3 19 27 18 45 63 4 15 

令3/9 5 39 59 24 83 107 3 36 

令3/10 5 41 57 32 89 121 2 39 

令3/11 4 35 46 26 72 98 4 31 

令3/12 6 57 79 42 121 163 12 45 

令4/1 1 10 18 5 23 28 4 6 

令4/2 0 0 0 0 0 0 

令4/3 0 0 0 0 0 0 

水中計 40 329 485 232 717 949 45 284 

空中計 1 5 7 0 7 7 1 4 

合計 41 334 492
（68.0%）

232
（32.0%）

724
（100%） 956 46

（13.8%）
288

（86.2%）

証明書作成（JCSS）： 334通（電位計ごとに発行）
校正依頼形態　直接： ユーザーから直接依頼（線量計業者所

有分を含む）
　　　　　　　仲介： 線量計製造・販売業者、保守点検業者
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電位計および電離箱の校正数は、一体校正では
電位計および電離箱とも校正日数に伴い、ほぼ
比例して増減しており、校正日ごとに一定の件
数が実施されていることが窺えます。一方、分
離校正ではそれぞれが単体での校正であるこ
と、また、電離箱では1年に1回以上の校正頻度
が推奨されておりますが、電位計は3年に1回
以上の実施であることから、電位計校正の申し
込みに校正日ごとの定数実施の傾向はみられま
せん。
校正依頼数は、分離校正が一体校正のおよそ

4倍であり、分離での校正証明書の発行数も同
様に増加しています。

４．年度別比較
４－１．月別校正数の年度別比較
図１、２および３に、電位計、電離箱および校

正件数の月別実績の、平成30年度より令和3年
度までの4年間の比較を示します。なお、平成
30年度7月以降は、一体校正（水中および空中）
と分離校正の合計です。
平成29年度以降、特定二次標準器のバック

アップ機の整備により年間を通して校正業務が
行えるようになりました。また、平成30年度お
よび令和1年度は、月ごとの依頼数の増減幅が
小さくなり、各月の校正数はほぼ平坦化しまし
た。しかしながら、令和2年度および令和3年
度は、新型コロナ対策の影響やコバルト線源更
新により、各年度の前半または後半で増減の波
および校正業務の休止がありました。

４－２．電位計、電離箱および校正件数
表５および表６は、水中校正を開始した平成

24年度から令和3年度までの電位計、電離箱の
校正数および校正件数ならびに1日当りの校正
数の年度別変化の比較です。
表５の年間校正数は、平成30年度より分離校
正への移行およびコバルト線源の減衰に伴い減
少しています。令和2年度の前半は新型コロナ

500

400

300

200

100

0
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月

校正月

件
 数

H30年度
R1年度
R2年度
R3年度

400

300

200

100

0
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月

校正月

本
 数

H30年度
R1年度
R2年度
R3年度

140

120

100

80

60

40

20

0
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月

校正月

台
 数

H30年度
R1年度
R2年度
R3年度

図1：電位計月別校正数（平成30～令和3年度）

図2：電離箱月別校正数（平成30～令和3年度）

図3：月別校正件数（平成30～令和3年度）
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対策の影響もありましたが、年度後半では校正
日数および1日当たりの校正件数の増加に努
め、前年度とほぼ同等の実績となりました。令
和3年度は年度後半のコバルト線源更新に伴
い、約2か月間の校正休止となり前年比で560

件の減少となりました。また、電離箱形状別で
の申し込み数の年度別変化ですが、前年度比で
円筒形および平行平板形ともに2割弱減少。円
筒形と平行平板形の割合は2：1よりも僅かに
円筒形の割合が大きくなっています。
電位計の校正台数は分離校正への移行途中で
あり、一体校正の依頼とともに減少傾向にあり
ます。分離校正へ完全移行後は、年間150台程
度に落ち着く見込みです。
表６は、校正日数および1日当たりの校正数

です。令和1年度および令和2年度は1日当た
りの校正件数は24～27件でした。令和3年度
はコバルト線源の減衰が進み1日当たりの校正
件数は24～26件となり、また、年度後半にコバ
ルト線源更新に伴う校正休止の影響により、こ
れまでの最少実績となりました。

４－３．校正依頼形態
表７は水中校正を開始した平成24年度以降
の校正依頼形態の年度別変化です。ユーザーか
らの直接校正依頼の比率は、平成28年度から
30年度まではほぼ同じ傾向にあり、業者等によ
る仲介に対する割合は25%程度でしたが、令和
1年度および2年度では19%弱に減少しました。

表５： 年間校正数（カッコ内の数値は対前年比。H24
以降は空中・水中の合計、H30以降は分離校正
を含む合計。）

年度 電位計
電離箱

校正
件数①

円筒
②平行
   平板 合計 ①/②

R3 437
（0.698） 1,296 598 1,894

（0.821） 2.167 2,492
（0.817）

R2 626
（0.867） 1,562 745 2,307

（1.005） 2.097 3,052
（0.993）

R1 722
（0.747） 1,519 777 2,296

（0.918） 1.955 3,073
（0.921）

H30 967
（0.926） 1,664 837 2,501

（0.993） 1.988 3,338
（0.985）

H29 1,044
（1.005） 1,649 870 2,519

（1.004） 1.895 3,389
（1.008）

H28 1,039
（0.968） 1,657 853 2,510

（0.998） 1.943 3,363
（0.994）

H27 1,073
（1.190） 1,648 868 2,516

（1.200） 1.899 3,384
（1.192）

H26 902
（0.866） 1,354 742 2,096

（0.879） 1.825 2,838
（0.875）

H25 1,041
（1.136） 1,528 857 2,385

（1.134） 1.783 3,242
（1.135）

H24 916
（1.083） 1,350 753 2,103

（1.058） 1.793 2,856
（1.049）

表６：1日当たりの校正数（H24以降は空中・水中の
合計、H30以降は分離校正を含む合計。）

年度 校正
日数

電位計
数

電離箱
校正
件数円筒 平行

平板 合計

R3 102 4.28 12.7 5.9 18.6 24.4 

R2 112 5.59 13.9 6.7 20.6 27.3 

R1 117 6.17 13.0 6.6 19.6 26.3 

H30 116 8.34 14.3 7.2 21.6 28.8 

H29 117 8.92 14.1 7.4 21.5 29.0 

H28 114 9.11 14.5 7.5 22.0 29.5 

H27 115 9.33 14.3 7.5 21.9 29.4 

H26 101 8.93 13.4 7.3 20.8 28.1 

H25 120 8.68 12.7 7.1 19.9 27.0 

H24 109 8.40 12.4 6.9 19.3 26.2 

表７： 校正依頼形態（一体校正は線量計単位で集計、
H30以降の分離校正は電位計または電離箱の単
体校正単位で集計。）

年度 ① 直接 ② 仲介 ①/ ②

R3 314 1,293 0.2428 

R2 268 1,428 0.1877 

R1 225 1,231 0.1828 

H30 191 776 0.2461 

H29 209 843 0.2479 

H28 204 840 0.2429 

H27 227 846 0.2683 

H26 157 745 0.2107 

H25 197 843 0.2337 

H24 187 725 0.2579 
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これは仲介での分離校正の依頼が増加したこと
が影響しています。
平成30年7月より開始した分離校正では、電

位計および電離箱それぞれ単体での申し込みと
なるため、元々大部分を占めていた仲介での依
頼の割合がさらに大きくなりました。しかしな
がら、直接依頼の施設数は各年度ともほぼ一定
であり、直接依頼でも分離校正への移行が進み、
同様の理由により依頼数は増加しています。

５．校正データの解析
５－１．電位計および電離箱の型式の年次変化
表８および９に財団が校正を行った電位計お
よび電離箱型式の年次変化を示します。
平成30年度の分離校正の提供以降、電位計の

校正台数が減少傾向にあります。これは分離で
の電位計校正が3年に1回の周期であること、
また、電位計製造・販売業者が自社にて電位計
校正を行っていることが影響しています。なお、
この減少傾向は分離校正への完全移行後に落ち
着くと思われます。
電離箱の申し込みは、防水タイプが多く全体
の約95%を占めています。特に円筒形では
Farmer形（30013）が減少傾向ですが最も多く、
令和2年度より（FC65G）が増加しました。こ
れに対して、非防水で旧タイプのFarmer形
（30001、30010）は減少しました。平行平板形で
はRoos形（PPC40、34001）、NACP-02が主であ
り、Classic Markus（23343）およびAdvanced 
Markus（34045）は減少傾向にあります。一方、

表８：電位計の機種別集計（年度内の総合計。水中および空中、H30以降は分離（電位計校正）含む。）

電位計型式 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

RAMTEC Smart 301 423 388 477 441 457 361 258 187 112

UNIDOS webline10021/22/23 74 99 107 122 130 129 163 138 127 96

RAMTEC Solo/Duo -- -- -- 53 87 132 132 94 81 52

RAMTEC 1000plus 235 247 185 181 167 134 94 79 55 36

Tomo Electrometer -- 3 6 8 18 22 32 22 33 27

UNIDOS 10001/10002/10005 89 70 64 58 58 39 37 24 22 11

KEITHLEY35040（同等品） 41 44 40 41 38 32 32 18 21 8

AE130/131/132/132a+/132a改/1322 24 15 16 19 14 12 15 16 15 11

UNIDOS E10008/10009/10010 12 6 10 9 10 13 14 11 15 7

EMF/RT 520/R/521/R/522/R/523/R -- -- -- 2 2 5 6 18 14 12

UNIDOS Tango/Romeo -- -- -- -- -- -- -- -- 13 22

KEITHLEY6517A/B/617/6514 14 12 14 16 13 19 16 15 12 10

MAX4000/Plus 13 12 6 15 12 12 10 6 8 8

SUPERMAX 8 11 8 13 14 12 22 7 7 18

RAMTEC 1000D/H 69 59 35 32 20 16 17 6 6 2

AE1110a/S -- 10 4 5 4 4 5 4 4 0

DOSE1 6 4 3 6 4 4 4 3 3 2

sakuraProofRDM1 -- -- -- -- -- 1 2 1 1 2

PC Electrometer 4 8 5 7 5 6 3 1 0 0

Other 26 18 11 9 7 3 2 1 2 1

Total 916 1,041 902 1,073 1,044 1,052 967 722 626 437 
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電離容積の小さい円筒形（31010、A1SL、A12S、
CC13等）の校正依頼数は、横ばいもしくは僅か
に増加しています。

５－２．電離箱の校正定数の比較
現在の校正形態は、全体の8割が分離校正に

移行し、残り2割が一体校正です。
一体校正では、新規購入分を除いた校正デー
タはデータベースに登録され校正履歴の把握お
よび2回以上実施したデータの比較が可能とな
りました。一方、分離による電離箱単体での校
正数は、これまでの電離箱の実施履歴から見る

表９： 電離箱の型式別集計（年度内の総合計。H29年度までは一体校正のみ。H30年度以降は分離校正含む。）

型式名 種別 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 Note
30013 C 944 1,137 1,026 1,239 1,215 1,194 1,194 1,122 1,063 849 WP
PPC40 P 180 227 209 256 272 289 286 280 268 225 WP
NACP-02 P 212 263 233 283 271 269 240 236 211 170 WP
34001 P 74 101 89 124 132 131 156 130 140 116 WP
A1SL/MR M 11 25 31 51 71 90 104 103 120 112 WP
CC13 C -- -- 8 25 42 61 74 67 73 76 WP
34045 P 161 163 140 143 130 133 124 100 100 68 cap
31010/31002 M 51 61 72 92 98 94 115 85 101 62 WP
FC65P/G C 2 4 1 3 3 3 4 4 51 58 WP
A12S/MR C 25 27 23 42 42 43 52 40 50 48 WP
C110（0.6ml） C 30 23 24 26 25 20 23 23 21 19 nWP
CC04 C -- -- 3 4 8 14 11 10 16 19 WP
A12 C 31 22 14 19 17 16 14 14 11 11 WP
31013/31003 C 11 8 11 11 9 15 13 14 12 9 WP
A19/MR C 1 3 5 6 12 9 9 3 12 9 WP
31021 M -- -- -- -- -- -- -- -- -- 7 WP
FC23C C -- -- -- -- -- -- -- -- 9 6 WP
23343 P 107 86 59 48 28 31 20 16 10 5 cap
30010 C 72 59 46 39 27 21 17 14 6 5 nWP
P11 P 7 8 7 5 8 6 3 8 4 5 WP
A10 P 10 9 5 9 12 9 7 6 6 4 cap
PPC05 P -- -- -- -- -- 2 1 3 4 4 WP
30001 C 124 109 50 44 23 14 13 6 7 3 nWP
30006 C 18 16 15 8 6 4 5 1 0 1 WP
31015 C -- -- -- -- 12 0 2 3 2 1 WP
A11 P -- -- -- -- -- -- -- -- 1 1 WP
23323 M 5 5 4 3 4 4 2 0 0 0 WP
30011 C 1 9 1 1 1 1 1 1 0 0 nWP
31006 M 3 0 0 1 1 2 0 0 0 0 WP
23333/4/2 C 10 4 3 4 1 3 1 1 1 0 nWP
31014/31016/31022 M 4 2 8 17 26 31 3 0 0 0 WP
A16 C 3 -- 2 0 1 0 0 0 0 0 WP
C111F C 2 13 4 5 4 4 5 4 4 0 nWP
CC01 M -- -- -- 3 4 3 0 0 0 0 WP

Others 4 1 3 5 5 3 6 2 4 1 
Total 2,103 2,385 2,096 2,516 2,510 2,519 2,505 2,296 2,307 1,894 

種別欄は、C：円筒形、P：平行平板形、M：マイクロ形、を示す。Note欄は、WP：耐水形、nWP：非耐水形、cap：防水キャッ
プを使用する平行平板形電離箱、を示す。--は校正依頼 5本以下でその他に分類あるいは無し。
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とまだ半数程度です。
令和3年度実施の比較対象となる電離箱につ

いて、型式別での校正定数の差を表10に示し
ます。また、令和2年度実施分の合計を最下欄
に示します。
分離校正の形状別では、まだ実施数が少なく

標準偏差の確認が出来ない電離箱もあります
が、平行平板形および円筒形ともに校正定数の
差およびばらつきは小さく、型式別では一体校
正の円筒形で他に比べ僅かにばらつきが大きい
ものもありますが、一体校正および分離校正と
も安定で再現性の良い校正が行われていること
が窺えます。

６．その他
６－１．標準線量計等の校正と変更
令和3年度は特定二次標準器（電位計：
EMF520_1 台、EMF520R_2 台 ＋ 電 離 箱：
PTW_30013各1本）計3組の一次標準による
jcss校正を行い、1組を正とし、他2組をBackup
として維持しています。また、校正年度に当た
る気圧計、温度計および分離校正で使用する電
圧計、標準コンデンサも、JCSS登録事業者に校
正を依頼しましたが、結果に特段の変化はあり
ませんでした。

（線量校正センター　成田克久）

表10：ユーザー電離箱校正定数の比較（2回のND,wの差）。型式・形状別

電離箱型式 電離箱
本数

一体校正 分離校正
電離箱数 平均（%） S.D.（%） 電離箱数 平均（%） S.D.（%）

平
行
平
板
形

NACP02 120 65 ‒0.01 0.24 55 ‒0.06 0.29 
PPC40 169 65 ‒0.06 0.20 104 ‒0.12 0.33 
34045 57 32 ‒0.06 0.20 25 ‒0.06 0.12 
23343 5 5 ‒0.03 0.12 
34001 88 51 ‒0.03 0.18 37 ‒0.09 0.15 
その他 13 9 0.09 0.33 4 ‒0.16 0.42 
計 452 227 ‒0.03 0.22 225 ‒0.09 0.28 

円
筒
形

30013 651 328 ‒0.04 0.19 323 ‒0.07 0.15 
30001 3 3 0.05 0.02 
31010 42 27 ‒0.08 0.37 15 ‒0.07 ‒0.17 
30010 4 3 ‒0.13 0.06 1 0.04 

C110（0.6ml） 11 11 ‒0.14 0.27 
A12 10 8 ‒0.06 0.16 2 0.11 
A12S 31 4 0.26 0.95 27 0.04 0.29 
A1SL 74 39 ‒0.15 0.53 35 ‒0.03 0.35 
CC13 41 17 0.01 0.26 24 ‒0.10 0.16 
その他 34 14 0.05 0.45 20 ‒0.09 0.17 
計 901 454 ‒0.04 0.28 447 ‒0.06 0.19 

令和3年度合計 1,353 681 ‒0.04 0.26 672 ‒0.07 0.22 
令和2年度合計 1,648 1,112 ‒0.07 0.24 536 ‒0.08 0.21 

※標準器：EMF520＋30013    
※比較対象の実施数が少ない電離箱の標準偏差は除く。
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出力線量測定の実績について
令和3年度（令和3年4月～令和4年3月）

公益財団法人 医用原子力技術研究振興財団

平成30年11月より電子線条件の受付、令和2
年2月より1条件単位（4条件単位と混合可）で
の受付を開始しました。がん診療連携拠点病院
の指定要件に盛り込まれてから令和2年度より
3年サイクルの三巡目を実施しています。

２．出力測定数の集計
これまでのX線出力線量測定の実施施設数
および治療装置数の集計を表１に、ビーム数お

１．概要
医用原子力技術研究振興財団（以下、財団）の

治療用出力線量測定は、平成19年度開始より令
和3年度末で15年を経過しました。出力線量測
定の実施頻度は、3年に1回以上を推奨してい
ます。平成26年以降、がん診療連携拠点病院の
指定要件等に、治療装置出力の第三者評価の実
施が盛り込まれたことから依頼が増加しまし
た。

表2：X線＿出力測定数の集計２、エネルギー別および条件別ビーム数

実施日の区分は測定セットの発送日。エネルギー別Othersは、7,8,11,14,18,20MV
を含む。*Totalには、SRS,FFF,EDW,UW,VWを含む。
条件別 Othersは、CyberKnife,Tomotherapyである。累計は平成19～24年度を含む。

項目 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令1 令2 令3 累計

エネル
ギー別

4MV 88 179 212 142 189 188 210 154 108 1726
6MV 180 319 344 319 310 438 432 343 286 3342
10MV 208 314 384 335 328 422 450 332 231 3425
15MV 4 12 17 5 14 11 8 9 4 100
Others 2 6 5 15 10 2 9 10 6 65
*Total 482 830 962 816 851 1061 1109 848 635 8658

条件別

Calibr. 217 394 473 467 454 598 689 585 448 4895
Wedge 117 143 140 113 128 132 116 67 47 1188
Field 147 293 349 236 269 331 304 196 140 2574

Others 1 1 2 11 22 26 28 32 39 162

項目 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令1 令2 令3 累計

施設数
拠点 55 111 124 101 103 150 143 124 132 1236
その他 16 33 33 36 49 52 71 60 80 484
合計 73 145 162 140 153 203 213 184 212 1737

装置数 99 182 212 180 194 256 278 249 269 2223

表１：X線＿出力測定数の集計１、施設数および装置数

実施日の区分は測定セットの発送日。施設の拠点およびその他の集計は正味の数。
施設数の合計および装置数は延べ数。累計は平成19～24年度を含む。

よびその内訳を表２に示しま
す。（表は依頼が増加した平
成25年度以降。但し、累計は
平成19～24年度含む）。
施設数、装置数およびビー

ム数の累計は、それぞれ1,737、
2,223および8,658（内，校正条
件ビーム：4,895）でした。令
和3年度の依頼は、施設数、装
置数およびビーム数が、それ
ぞれ212、269および635であ
り、前年度比で施設数15%、
装置数8%増加、ビーム数は
25%減少しました。X線条件
のビーム数は、令和1年度を
ピークに減少傾向にありま
す。これは1条件単位での申
し込みが増加したこと、また、
X線条件を絞って電子線条件
の実施に振り替えたことも影
響していると思われます。

資 料 2
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照射野条件およびウエッジ条件は4～5割減少
しました。FFFおよびCyberKnife、Tomotherapy
ビームは僅かながら増加しています。
エネルギー別の累計では10MVが最も多く、

表３： 電子線＿出力測定数の集計 （年度別。令和1～2
年度。線量評価は標準計測法12のみ。）
項目 令 1 令 2 令 3 累計

施設数
拠点 13 28 27 68
拠点以外 4 9 23 36
合計 17 37 50 104

装置 19 41 55 115

電子線
エネルギー
別ビーム数

4MeV 3 5 15 23
5MeV 1 1
6MeV 16 26 34 76
8MeV 2 2
9MeV 12 31 38 81
10MeV 1 3 4
12MeV 8 19 19 46
15MeV 5 12 10 27
16MeV 1 2 3
18MeV 1 3 2 6

合計 47 97 125 269

表４： 電子線＿財団評価線量と施設申告線量との差 
（%） の分布 （年度別。令和1～2年度。線量評
価は財団・施設とも標準計測法12のみ。参考値
対象を除く。）

範　囲（%） 令 1 令 2 令 3 合計
～ -3.75 0 

-3.75 ～ -3.25 0 
-3.25 ～ -2.75 1 1 
-2.75 ～ -2.25 1 1 
-2.25 ～ -1.75 1 2 3 
-1.75 ～ -1.25 3 1 8 12 
-1.25 ～ -0.75 5 2 3 10 
-0.75 ～ -0.25 4 5 9 18 
-0.25 ～ 0.25 4 13 9 26 
0.25 ～ 0.75 5 5 13 23 
0.75 ～ 1.25 2 14 12 28 
1.25 ～ 1.75 2 8 12 22 
1.75 ～ 2.25 3 6 9 18 
2.25 ～ 2.75 1 4 6 11 
2.75 ～ 3.25 1 3 5 9 
3.25 ～ 3.75 5 1 6 
3.75 ～ 1 1 2 4 
ビーム数 31 68 93 192 
平均 0.401 1.080 0.698 0.786 
標準偏差 1.437 1.360 1.519 1.313 

次いで6MVおよび4MVの順であり、令和3年
度の集計では6MVに次いで10MVであり、年
度ごとに入れ替わる状況が継続しています。
電子線条件の出力線量測定について、表３に

年度別、エネルギー別の集計を、表４に財団評
価線量と施設申告線量との差の平均と標準偏差
を示します。また、線量差の分布を図１に示し
ます。令和3年度の申し込みは、前年度比で約
3割増加しました。
エネルギー別では、9、6MeVの順で多く、次
いで12、15、4MeVの順となっています。線量
の差の平均は前年度に比べ小さいが、標準偏差
は僅かに大きくなり、線量差の分布はプラス目
となっています。

３． 校正条件ビームの財団評価線量と施設申告
線量の相違

表５に、X線の校正条件ビームについて、財
団がガラス線量計から評価した線量（財団評価
線量）と各施設がデータ記入シートにて申告し
た線量（施設申告線量）との差の分布を示しま
す。平成25年12月より、財団、施設の双方が標
準計測法12を用いています（双方が標準測定法
01を用いた平成25年11月以前の結果は、線量
校正センターニュースVol.6 1）をご参照下さ
い）。標準測定法01を用いたデータは解析対象
から除いています。また、標準測定法01のユー
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図1： 電子線条件　施設申告線量と財団評価線量の差
（%）の分布
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ザーに対しては、財団の評価値をそのまま報告
しています。
令和3年度の線量差のピークは0.75～1.25％、

次いで0.25～0.75%とプラス目であり、差の平
均は財団評価線量が施設申告線量を上回ってい
ます。校正条件ビームの差の分布を図２および
３に示します。図２は令和3年単年度の集計、

表5：施設申告線量と財団評価線量の差 （%） の分布 （平成25-令和3年度。X線＿校正条件：4, 6, 10, 15MVビーム
のみ。線量評価は，財団・施設とも計測法12。TMR法以外およびFFFビームは含まない。線量評価が標準測定
法01の平成25年以前のデータについては線量校正センターニュースVol.6号 1）を参照。）

範　囲（%） 平 25 平 26 平 27 平 28 平 29 平 30 令 1 令 2 令 3 合計
～ -3.75 1 1 

-3.75 ～ -3.25 1 1 3 5 
-3.25 ～ -2.75 1 1 1 1 4 
-2.75 ～ -2.25 3 3 3 6 5 3 6 29 
-2.25 ～ -1.75 2 5 6 12 8 9 12 4 12 70 
-1.75 ～ -1.25 4 10 12 12 26 27 23 32 18 164 
-1.25 ～ -0.75 6 18 34 35 36 41 39 42 37 288 
-0.75 ～ -0.25 18 34 69 67 66 79 78 66 63 540 
-0.25 ～ 0.25 30 70 80 85 66 71 91 85 67 645 
0.25 ～ 0.75 32 62 78 73 64 107 113 83 73 685 
0.75 ～ 1.25 34 48 58 54 43 76 69 65 77 524 
1.25 ～ 1.75 19 44 34 23 33 54 63 47 64 381 
1.75 ～ 2.25 14 30 28 9 24 21 27 30 33 216 
2.25 ～ 2.75 8 13 6 9 3 11 36 18 19 123 
2.75 ～ 3.25 5 2 5 2 8 11 11 5 9 58 
3.25 ～ 3.75 3 4 4 2 1 2 4 4 5 29 
3.75 ～ 2 1 1 3 7 
ビーム数 175 342 418 386 383 517 572 486 490 3,769 
平均 0.733 0.599 0.334 0.168 0.179 0.331 0.450 0.350 0.469 0.381 
標準偏差 1.063 1.074 1.062 1.001 1.145 1.126 1.168 1.102 1.231 1.119 

　　　図２： 財団の評価線量と施設の申告線量の差　
（令和3年のX線＿校正条件ビーム。線量
の評価プロトコールは財団・施設とも標
準計測法12。FFFビームは含まない。）
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図３： 財団の評価線量と施設の申告線量の差　　　　
（平成25-令和3年のX線＿校正条件ビームの合
計。線量の評価プロトコールは財団・施設とも
標準計測法12．FFFビームは含まない。）

図３は平成25年度から令和3年度までの合計で
す。財団側の評価の分布が多少プラス方向に
偏っていることが判ります。
また、表５の最下欄に、各年度の線量差の平
均および標準偏差を示しています。差の平均は、
平成25年度から26年度は0.6%前後、27年度以
降は縮小傾向となり、28および29年度は0.2％
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します。照射野では5×5cm2、20×20cm2の申
し込みが多く、線量の差の平均は5×5cm2は小
さく、広い照射野では大きくなる傾向です。一
方、標準偏差は25×25cm2を除き1.1～1.2％前
後であり、校正条件と同程度となっています。
表８に、ウエッジ条件のビーム数、財団評価

線量と施設申告線量との差を示します。また、
ウエッジの種類の分類も示します。令和3年度
は、角度別では30、15度が多く、45、60度は少
なくなっています。線量の差の平均は30、15度
が小さく、45、60度は僅かに大きい。標準偏差
では15、45は小さく、次いで30度であり、60度
は他に比べ大きくなりました。これは比較件数
が少なく1件当たりの差が影響しています。合
計では照射野条件、校正条件とほぼ同程度と
なっています。
表９および10は、標準計測法12に移行した

平成25年から令和3年までの照射野条件、ウ
エッジ条件の線量の差の年次変化です。累計で

Wedge角（°） 15 30 45 60 合計

Physical 8 7 3 2 20

EDW 3 6 1 10

UW 0

VW 2 2 4

合計 13 15 4 2 34

線量
の差

平均 -0.162 0.067 0.825 -0.450 0.038 
S.D. 0.894 1.198 0.864 2.750 1.213 

表８： ウエッジ条件のビーム数および財団線量評価と
施設申告線量の差（%）。（令和3年度。使用プロ
トコールは、双方とも標準計測法12。）

以下で落ち着いた状態でした。しかし、平成30
年度以降では0.3～0.4%と僅かに大きくなり、
令和3年度も同等でした。また、標準偏差は平
成28年度までは1%前後と殆ど変動もなく、29
年度より1.1%程度で僅かに拡大してますが、財
団の評価手順や施設の照射法は安定していると
思われます。
表６は、令和3年度のX線校正条件ビームの
エネルギー別線量の差です。エネルギーの高い
ビームに差が大きいことが見てとれます。また、
平成27年度以降、線量の差は縮小傾向にありま
したが、平成30年度以降は僅かに拡大傾向が見
られます。
令和1年度以降は、年々X線の条件数は減少

傾向にありましたが、令和2，3年度では校正条
件について、ほぼ同等の件数に落ち着いた様子
が見られます。

４． 校正条件以外のビームの内訳と財団評価線
量と施設申告線量の相違 
照射野条件およびウエッジ条件の依頼数は、

平成30年度をピークに減少し、令和3年度は、
線量評価法の異なるものや参考測定などを全て
含めると、それぞれ140および47であり、前年
度比でどちらの条件とも約3割減少していま
す。最近の依頼では、照射野条件およびウエッ
ジ条件を絞り、電子線条件を含める傾向が見ら
れます。
表７に、令和3年度の照射野条件のビーム数

および財団評価線量と施設申告線量との差を示

照射野（cm2） 5×5 15×15 20×20 25×25 合計

ビーム数 59 14 56 6 135

平均 （%） 0.259 0.429 0.616 -0.250 0.402 

S.D. （％） 1.239 1.051 1.154 1.853 1.221 

表７： 照射野条件ビームの財団評価線量と施設申告線
量との差。（令和3年度。使用プロトコールは双
方とも標準計測法12。TMR法以外およびFFF
除く。）

Energy 
（MV） 4 6 10 15 Total

ビーム数 105 190 191 4 490

平均 （%） 0.240 0.258 0.863 1.339 0.499 

標準偏差 1.166 1.218 1.193 0.757 1.233 

表６：令和3年度の施設申告線量と財団評価線量の差
（%）。X線＿校正条件ビームのエネルギー別集計。
TMR法以外およびFFFを除く。線量評価は施設・
財団とも標準計測法12。
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みると差の平均は、照射野条件では、15×15お
よび20×20 cm2が僅かに大きく、ウエッジ条
件では、いずれの角度も差が小さく、違いは見
られません。一方、標準偏差は、照射野条件で
は1.2%前後、ウエッジ条件では1.1％前後であ
り、照射野サイズおよびウエッジ角度とも大き
い条件では1.4～1.5%前後と、校正条件に比べ
多少大きい傾向にあります。（平成25年以前の
解析は、線量校正センターニュースVol. 6 1）を
参照下さい。）

５．その他
１）1施設当たりの申込条件数
表11は、X線条件での1施設当りの申
込条件数（ビーム数）です。平成22年度
に同料金で2条件から4条件の申し込み
が可能となり、以後、照射野条件および
ウエッジ条件の導入もあり、平成25年度
には約3倍の申し込みとなりました。し
かし、平成26年度以降、実施施設数は増
加しましたが、2回目以降の依頼では基
本的な条件に絞られ、1施設当たりの申
込条件数が減少、令和1年11月より電子
線条件の導入、令和2年2月より1条件単
位での受付が可能となり、申し込み条件
の選択に自由度が増したことから、X線
条件の申し込み数の減少に影響している
と思われます。
校正条件は、平成24年度以降、1施設
の依頼装置数の増加およびFFFなどの
エネルギーの異なるビームの依頼や
CyberKnifeやTomotherapy の申し込み
の影響により増加傾向にありました。ま
た、ウエッジ条件は開始当初は少なく年
度を追って増加し、照射野条件も増減の
繰り返しが見られましたが、校正条件は
平成28年度、ウエッジ条件は平成25年
度、照射野条件は平成27年度をピークに
減少が続いています。

年度
照射野 （cm2）

合計
線量の差

5×5 15×15 20×20 25×25 Mean S.D.
平25 31 7 13 11 62 0.245 1.006 
平26 103 30 115 9 257 0.425 1.144 
平27 134 46 127 26 333 0.309 1.370 
平28 100 17 88 16 221 0.037 1.032 
平29 94 40 89 13 236 0.248 1.427 
平30 133 35 127 17 312 0.344 1.146 
令1 114 39 100 24 277 0.400 1.192 
令2 85 15 80 13 193 0.413 1.073 
令3 59 14 56 6 135 0.402 1.221 
累計 853 243 795 135 2,026 0.319 1.210 

線量
の差

平均 0.103 0.619 0.466 0.277 
S.D. 1.175 1.122 1.235 1.411 

表９： 照射野条件のビーム数と線量の差（%）（年度別。標準計測
法12のみ。FFFビーム除く。下記以外の照射野分を除く。）

表10：  ウエッジ条件のビーム数と線量の差（%） （年度別。標準計
測法12のみ。）

年度
ウエッジ角

合計
線量の差

15度 30度 45度 60度 Mean S.D.
平25 18 13 6 13 50 0.528 0.988 
平26 52 51 13 14 130 0.180 1.127 
平27 45 52 17 19 133 0.224 1.105 
平28 37 34 16 20 107 -0.217 1.137 
平29 36 40 20 32 128 -0.191 1.458 
平30 41 31 15 43 130 0.086 1.138 
令1 29 28 9 34 100 0.307 1.428 
令2 21 16 5 16 58 0.286 1.336 
令3 13 15 4 2 34 0.038 1.213 
累計 279 265 101 191 836 0.110 1.216 

線量
の差

平均 0.117 0.145 -0.053 0.126 
S.D. 1.108 1.146 1.060 1.513 

２）線量評価用標準プロトコール
表12は、ユーザー施設で使用される計測プ
ロトコールの種類です。令和3年度の申し込み
では、標準測定法01の使用は2件みられました。

３）線量評価の結果について
財団評価線量と施設申告線量の差が、当財団
の許容判定基準の5％を超える場合が、ある程
度発生しています。このような場合、財団から
施設へ測定についての問い合わせを差し上げて
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年度 校正条件 ウエッジ 照射野 合計

令3 2.30 0.22 0.66 3.18 

令2 3.35 0.36 1.07 4.78 

令1 3.23 0.55 1.43 5.21 

平30 3.07 0.65 1.63 5.35 

平29 3.11 0.84 1.77 5.72 

平28 3.41 0.81 1.69 5.91 

平27 2.93 0.86 2.15 5.94 

平26 2.72 0.99 2.02 5.73 

平25 2.96 1.60 2.01 6.57 

表11： X線_1施設当たりの申し込み条件数（校正には
その他の条件を含む。）

プロトコール 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令1 令2 令3

86 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

1 12 12 7 2 1 3 1 2 2 

12 60 133 155 139 153 200 214 182 210 

合計 72 145 163 141 154 203 215 184 212 

表12：  施施設の使用する線量評価用標準プロトコール
（複数回実施の施設は、1カウント。）

おります。この問い合わせにより疑問点は解決
しており、治療現場での線量投与に問題のない
ことは確認できておりますが、線量の差が3～
5％以内の施設もありますため、財団よりお送
りする出力線量測定結果報告書を参考に自施設
の状態をご確認くださいますようお願いいたし
ます。
現在は、照射データ記入シートを新しい様式

へ改定し、治療現場での線量計算方法に合わせ
て、治療計画装置からデータを得る仕様となっ
ております。
また、治療計画装置メーカーご協力のもと、

照射データ記入シートへの記入が容易になるよ
う、出力線量測定に特化した治療計画装置の操
作マニュアルを財団ホームページに掲載してお
ります。操作マニュアルご利用により誤記によ

る不適切例は、ほぼ無くなりました。（今後も
照射データ記入シートについては、財団よりご
連絡を差し上げる場合がございます。その節は、
宜しくお願いいたします。）

４）地域連携支援活動の連絡先ご案内への協力
　放射線治療品質管理機構において、放射線
治療施設が相互に地域での連携支援活動を行う
ネットワークを構築しました。本誌およびバッ
クナンバー 2），3），4） にも関連報告が掲載されてお
りますのでご参照ください。当財団では、品質
管理支援の一環として、出力線量測定の実施施
設に、その結果についてのご相談など、この地
域連携支援活動をご活用いただけるよう、連絡
先のご案内の準備をしております。

参考文献
1）　 佐方周防：出力線量測定の実績について．線量校正
センターニュース，Vol.6, 29-33, 2016

2）　 川村慎二：放射線治療における地域連携支援事業の
実施実現に向けて.線量校正センターニュース, 
Vol.7, 12-15, 2017

3）　 大坂暁胤：放射線治療における地域連携支援事業
（東北・北陸）パイロットスタディの実施報告．線
量校正センターニュース, Vol.8, 19-21, 2018

4）　 田辺悦章：放射線治療における地域連携支援事業
（中国・四国）パイロットスタディの実施報告．線
量校正センターニュース, Vol.9, 11-13, 2019

　※　 線量校正センターニュースのバックナンバーは、
下記アドレスよりPDF版（無料）のダウンロード
が可能です。財団ホームページTop ＞ 資料集 
＞ 発行物
https://www.antm.or.jp/07_material/03.html

（線量校正センター　成田克久）
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１．治療用線量計校正における施設名公表
当財団では、公益社団法人 日本医学放射線

学会によって行われてきた治療用線量計の校正
事業を平成16年 4月に引き継いで以来、校正を
実施した施設の施設名公表を行っております。
施設名公表は同学会が行ってきた公表事業を継
続するもので、日本国内の放射線治療施設の治
療線量が国家標準と繋がっていることを広く示
すねらいがあります。
当財団による施設名公表は、関連学協会およ

び有識者によって構成された「医療放射線監理
委員会｣の監理・監督のもと、過去 3年間に校正
を実施した施設（医療機関、研究・教育機関お

よびメーカー）を対象とし、毎年実施しておりま
す。事前に公表のご案内をし、そのうち、公表
の同意が得られた施設のみを当財団ホームペー
ジ（http://www.antm.or.jp/03_activities/025.
html）にてPDFファイル形式で掲載しておりま
す。本年度（2022年度）は、コロナ禍およびコバ
ルト線源更新期間の影響を考慮して2019年度か
ら2021年度の 3年間に校正を実施した施設の施
設名を公表しました。掲載内容につきましては
当財団ホームページをご確認頂き、お気付きの
点がございましたら、当センター（info-kosei@
antm.or.jp）までご連絡下さい。

2019年度および2020年度の実施施設の再調
査および2021年度の校正実施施設の施設名公
表について、図1.1～3に示します。

施設の公表状況（2019年度～2021年度校正実施施設）

2021年度、初めて校正を実施した施設は、医
療機関では 5施設、研究・教育機関、メーカー
では 2施設でした。

図1.1：2019年度の公表状況 図1.2：2020年度の公表状況 図1.3：2021年度の公表状況

治療用線量計校正および出力線量測定の施設名公表について
公益財団法人 医用原子力技術研究振興財団

　※ なお、工業用または医療を目的としない研究機関等は対象外としています。

資 料 3

研究・教育機関
メーカー
同意
19施設
2.6%

2019年度校正実施施設
（対象：723施設）

2020年度校正実施施設
（対象：728施設）

2021年度校正実施施設
（対象：617施設）

医療機関
同意 

704施設
97.4%

医療機関
同意

 708施設
97.3%

医療機関
同意

600施設
97.2%

研究・教育機関
メーカー
同意
19施設
2.6%

医療機関、
教育・研究機関
メーカーとも
不同意
0施設
0.0%

研究・教育機関
メーカー
同意
17施設
2.8%

医療機関、
教育・研究機関
メーカーとも
不同意
0施設
0.0%

医療機関
不同意
1施設
0.1%

教育・研究機関
メーカーとも
不同意
0施設
0.0%
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2019年～2021年度治療用照射装置の出力線量測定実施施設一覧（493施設）
　北海道（24施設）
独立行政法人国立病院機構

旭川医療センター
医療法人王子総合病院
JA北海道厚生連旭川厚生病院
JA北海道厚生連帯広厚生病院
独立行政法人国立病院機構

北海道がんセンター
市立釧路総合病院
JA北海道厚生連札幌厚生病院
市立函館病院
医療法人渓仁会手稲渓仁会病院
社会福祉法人函館厚生院函館五稜郭病院
KKR札幌医療センター
札幌医科大学附属病院
旭川医科大学病院
小樽市立病院
社会医療法人母恋日鋼記念病院
独立行政法人労働者健康安全機構

釧路ろうさい病院
社会医療法人恵佑会札幌病院
砂川市立病院
社会医療法人北腎会

脳神経･放射線科クリニック
北海道大学病院
公益社団法人北海道勤労者医療協会

勤医協中央病院
社会医療法人製鉄記念室蘭病院
社会医療法人禎心会札幌禎心会病院
社会医療法人孝仁会北海道大野記念病院

　青森県（7施設）
青森市民病院
独立行政法人国立病院機構

弘前総合医療センター
青森県立中央病院
弘前大学医学部附属病院
八戸市立市民病院
十和田市立中央病院
一部事務組合下北医療センター

むつ総合病院

　岩手県（6施設）
岩手県立二戸病院
岩手県立胆沢病院
岩手県立久慈病院
岩手県立大船渡病院
岩手県立中央病院
岩手県立釡石病院

　宮城県（8施設）
一般財団法人厚生会仙台厚生病院
東北医科薬科大学病院
大崎市民病院
地方独立行政法人宮城県立病院機構

宮城県立がんセンター
独立行政法人国立病院機構

仙台医療センター
石巻赤十字病院
気仙沼市立病院

2．出力線量測定における施設名公表
これまで様々な放射線照射事故が報告されて

おり、このような医療事故を未然に防止する対
策の一つとして外部機関による出力線量の調査
が世界各国において実施されています。IAEA
とWHOによる熱蛍光線量計を用いた郵送調査
プログラムでは2009年までに121ヵ国、約1,700
の放射線治療施設に対して調査が行われていま
す。
当財団でも2007年11月より、蛍光ガラス線

量計（RPLD）による郵送調査にて治療用照射装
置（X線）の出力線量測定事業を実施しており
ます。
2012年より、出力線量測定を実施した施設の

中で公表の承諾が得られた施設の名称について
当財団ホームページ（http://www.antm.or.
jp/03_activities/038.html）にて公表を開始しま
した。2017年度のホームページ公表からは過
去3年間に測定を実施した施設を対象としてお
り、今年度は2019年度から2021年度に出力線

量測定を実施した施設をPDFファイル形式で
掲載しております。実施施設名を公表すること
で今まで以上に出力線量測定事業を周知する狙
いがあります。また、出力線量測定は医療事故
防止に有効な手段であり、より多くの施設に実
施していただきたいと考えております。
最後に、本測定は施設からの依頼により行わ
れ、あくまでも第三者機関として施設の測定・
出力管理に対して助言を行うものであること、
測定項目の性質上、個々の患者治療ビームの出
力を保証するものではないことを申し添えしま
す。
３．施設名公表へのご理解とご協力について
2022年10月現在、当財団のホームページに
て施設名を公表させていただいております。治
療用線量計校正、出力線量測定のいずれも高い
公表率を維持することができました。この場を
お借りいたしまして、皆様のご理解とご協力に
深く感謝申し上げます。

（線量校正センター　奥山浩明）

医療法人秀放会
仙台総合放射線クリニック

　秋田県（6施設）
大館市立総合病院
JA秋田厚生連由利組合総合病院
秋田県厚生農業協同組合連合会

能代厚生医療センター
秋田厚生医療センター
社会医療法人明和会中通総合病院
秋田赤十字病院

　山形県（7施設）
山形県立中央病院
山形県立新庄病院
公立置賜総合病院
山形市立病院済生館
地方独立行政法人
　　山形県・酒田市病院機構

日本海総合病院
山形大学医学部附属病院
鶴岡市立荘内病院

　福島県（10施設）
一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院
独立行政法人労働者健康安全機構

福島労災病院
一般財団法人脳神経疾患研究所附属

総合南東北病院
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一般財団法人慈山会医学研究所付属
坪井病院

いわき市医療センター
一般財団法人太田綜合病院附属

太田西ノ内病院
公立大学法人福島県立医科大学附属病院
北福島医療センター
公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院
一般財団法人脳神経疾患研究所附属

南東北医療クリニック

　東京都（48施設）
国家公務員共済組合連合会立川病院
JR東京総合病院
独立行政法人国立病院機構東京病院
慶應義塾大学病院
公立昭和病院
杏林大学医学部付属病院
東京慈恵会医科大学葛飾医療センター
国家公務員共済組合連合会東京共済病院
国立研究開発法人

国立国際医療研究センター病院
帝京大学医学部附属病院
地方独立行政法人

東京都健康長寿医療センター
国家公務員共済組合連合会虎の門病院
独立行政法人

国立病院機構東京医療センター
東京医科大学病院
日本大学医学部附属板橋病院
東邦大学医療センター大森病院
青梅市立総合病院
日本医科大学付属病院
国立研究開発法人

国立成育医療研究センター
東京逓信病院
東京都立多摩総合医療センター
東京慈恵会医科大学附属病院
がん研有明病院
公益財団法人東京都保健医療公社

多摩北部医療センター
武蔵野赤十字病院
東京都立墨東病院
NTT東日本関東病院
東京医科歯科大学医学部附属病院
聖路加国際病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

東京新宿メディカルセンター
日本赤十字社医療センター
東京警察病院
昭和大学病院
社会福祉法人三井記念病院
自衛隊中央病院
医療法人徳洲会東京西徳洲会病院
社会福祉法人恩賜財団済生会支部
東京都済生会東京都済生会中央病院

がん・感染症センター都立駒込病院
日本医科大学多摩永山病院
東京医科大学八王子医療センター
国際医療福祉大学三田病院
公益財団法人東京都保健医療公社

多摩南部地域病院
公立阿伎留医療センター
独立行政法人国立病院機構

災害医療センター
東海大学医学部付属八王子病院
IMSグループ医療法人社団明芳会

板橋中央総合病院
昭和大学江東豊洲病院
総合東京病院

　神奈川県（22施設）
相模原協同病院
東海大学医学部付属病院
川崎市立川崎病院
大和市立病院
平塚市民病院
国家公務員共済組合連合会平塚共済病院
神奈川県立こども医療センター
独立行政法人労働者健康安全機構

関東労災病院
公立大学法人横浜市立大学附属

市民総合医療センター
一般財団法人神奈川県警友会

けいゆう病院
厚木市立病院
国家公務員共済組合連合会

横浜南共済病院
昭和大学横浜市北部病院
北里大学病院
独立行政法人労働者健康安全機構

横浜労災病院
昭和大学藤が丘病院
地方独立行政法人神奈川県立病院機構

神奈川県立がんセンター
藤沢市民病院
川崎市立井田病院
医療法人沖縄徳洲会湘南鎌倉総合病院
社会医療法人財団石心会川崎幸病院
国家公務員共済組合連合会

横浜栄共済病院

　埼玉県（16施設）
独立行政法人国立病院機構埼玉病院
獨協医科大学埼玉医療センター
深谷赤十字病院
学校法人北里研究所

北里大学メディカルセンター
埼玉県立がんセンター
さいたま市立病院
自治医科大学附属さいたま医療センター
社会福祉法人恩賜財団済生会支部

埼玉県済生会川口総合病院
埼玉医科大学総合医療センター
川口市立医療センター
草加市立病院
春日部市立医療センター
さいたま赤十字病院
防衛医科大学校病院
医療法人社団愛友会上尾中央総合病院
埼玉医療生活協同組合羽生総合病院

　千葉県（16施設）
日本医科大学千葉北総病院
医療法人鉄蕉会亀田総合病院
千葉大学医学部附属病院
帝京大学ちば総合医療センター
東京歯科大学市川総合病院
独立行政法人国立病院機構

千葉医療センター
船橋市立医療センター
松戸市立総合医療センター
国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構QST病院

東京慈恵会医科大学附属柏病院
千葉県がんセンター
独立行政法人労働者健康安全機構

千葉労災病院
聖隷佐倉市民病院
東京ベイ先端医療・幕張クリニック
東邦大学医療センター佐倉病院

国際医療福祉大学成田病院

　茨城県（9施設）
独立行政法人国立病院機構

水戸医療センター
筑波メディカルセンター病院
茨城県厚生農業協同組合連合会

総合病院土浦協同病院
茨城県立中央病院・

茨城県地域がんセンター
株式会社日立製作所日立総合病院
東京医科大学茨城医療センター
茨城県厚生連JAとりで

総合医療センター
茨城県厚生連総合病院水戸協同病院
株式会社日立製作所ひたちなか総合病院

　栃木県（7施設）
独立行政法人国立病院機構

栃木医療センター
足利赤十字病院
獨協医科大学病院
那須赤十字病院
地方独立行政法人栃木県立がんセンター
自治医科大学附属病院
国際医療福祉大学病院

　群馬県（9施設）
前橋赤十字病院
群馬県立がんセンター
群馬大学医学部附属病院
伊勢崎市民病院
桐生厚生総合病院
独立行政法人国立病院機構

渋川医療センター
公立館林厚生病院
医療法人社団日高会日高病院
独立行政法人国立病院機構

高崎総合医療センター

　山梨県（4施設）
山梨県立中央病院
市立甲府病院
国民健康保険富士吉田市立病院
山梨大学医学部附属病院

　新潟県（9施設）
医療法人立川メディカルセンター

立川綜合病院
長岡赤十字病院
新潟市民病院
新潟県立がんセンター新潟病院
独立行政法人国立病院機構

西新潟中央病院
新潟県厚生農業協同組合連合会

長岡中央綜合病院
社会福祉法人恩賜財団済生会支部

新潟県済生会済生会新潟病院
新潟大学地域医療教育センター

魚沼基幹病院
医療法人泰庸会新潟脳外科病院

　長野県（6施設）
信州大学医学部附属病院
地方独立行政法人長野市民病院
独立行政法人国立病院機構

信州上田医療センター
長野赤十字病院
長野県厚生農業協同組合連合会

佐久総合病院佐久医療センター
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社会医療法人財団慈泉会相澤病院

　富山県（8施設）
富山県立中央病院
富山赤十字病院
市立砺波総合病院
富山大学附属病院
富山市立富山市民病院
黒部市民病院
富山県厚生農業協同組合連合会高岡病院
医療法人社団藤聖会五福脳神経外科

富山サイバーナイフセンター

　石川県（6施設）
石川県立中央病院
金沢医科大学病院
独立行政法人国立病院機構

金沢医療センター
金沢大学附属病院
国民健康保険小松市民病院
公立松任石川中央病院

　福井県（4施設）
福井県立病院
福井大学医学部附属病院
福井赤十字病院
独立行政法人国立病院機構

敦賀医療センター

　愛知県（30施設）
公立陶生病院
半田市立半田病院
愛知県がんセンター病院
日本赤十字社愛知医療センター

名古屋第一病院
愛知医科大学病院
藤田医科大学病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

中京病院
成田記念病院
独立行政法人労働者健康安全機構

中部労災病院
トヨタ記念病院
名古屋市立大学医学部附属

東部医療センター
医療法人豊田会刈谷豊田総合病院
日本赤十字社愛知医療センター

名古屋第二病院
豊橋市民病院
独立行政法人国立病院機構

名古屋医療センター
小牧市民病院
春日井市民病院
名古屋市立大学病院
愛知県厚生農業協同組合連合会

安城更生病院
名古屋大学医学部附属病院
愛知県厚生農業協同組合連合会

豊田厚生病院
一宮市立市民病院
豊川市民病院
名古屋掖済会病院
江南厚生病院
名古屋市立西部医療センター
岡崎市民病院
一宮西病院
社会医療法人宏潤会大同病院
公立西知多総合病院

　岐阜県（7施設）
岐阜市民病院
岐阜大学医学部附属病院
高山赤十字病院
大垣市民病院
地方独立行政法人

岐阜県総合医療センター
地方独立行政法人岐阜県立多治見病院
朝日大学病院

　静岡県（15施設）
藤枝市立総合病院
浜松医科大学医学部附属病院
浜松医療センター
富士宮市立病院
磐田市立総合病院
焼津市立総合病院
地方独立行政法人静岡市立静岡病院
総合病院聖隷三方原病院
中東遠総合医療センター
総合病院聖隷浜松病院
静岡県立総合病院
静岡市立清水病院
島田市立総合医療センター
浜松赤十字病院
すずかけセントラル病院

　三重県（9施設）
地方独立行政法人

三重県立総合医療センター
独立行政法人国立病院機構

三重中央医療センター
伊勢赤十字病院
三重大学医学部附属病院
三重県厚生農業協同組合連合会

松阪中央総合病院
三重県厚生農業協同組合連合会

鈴鹿中央総合病院
尾鷲総合病院
市立四日市病院
桑名市総合医療センター

　大阪府（47施設）　
独立行政法人労働者健康安全機構

大阪労災病院
地方独立行政法人市立吹田市民病院
大阪大学医学部附属病院
市立池田病院
地方独立行政法人市立

東大阪医療センター
宗教法人在日本南
　　プレスビテリアンミッション

淀川キリスト教病院
独立行政法人国立病院機構

大阪刀根山医療センター
医療法人警和会大阪警察病院
大阪医科薬科大学病院
医療法人医誠会医誠会病院
独立行政法人国立病院機構

大阪南医療センター
一般財団法人住友病院
医療法人徳洲会岸和田徳洲会病院
公益財団法人日本生命済生会

日本生命病院
地方独立行政法人大阪府立病院機構

大阪母子医療センター
独立行政法人国立病院機構

大阪医療センター
地方独立行政法人大阪府立病院機構

大阪急性期・総合医療センター

地方独立行政法人
りんくう総合医療センター

大阪市立大学医学部附属病院
公益財団法人田附興風会医学研究所

北野病院
大阪鉄道病院
和泉市立総合医療センター
地方独立行政法人大阪府立病院機構

大阪はびきの医療センター
市立貝塚病院
パナソニック健康保険組合松下記念病院
市立岸和田市民病院
市立豊中病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

大阪病院
近畿大学病院
大阪赤十字病院
社会医療法人愛仁会高槻病院
社会医療法人生長会ベルランド総合病院
地方独立行政法人大阪府立病院機構

大阪国際がんセンター
社会福祉法人恩賜財団済生会支部
大阪府済生会大阪府済生会中津病院

関西医科大学附属病院
医療法人藤井会石切生喜病院
関西医科大学総合医療センター
都島放射線科クリニック
国家公務員共済組合連合会大手前病院
彩都友紘会病院
若草第一病院
多根総合病院
社会福祉法人恩賜財団

大阪府済生会野江病院
医療法人徳洲会八尾徳洲会総合病院
社会医療法人美杉会佐藤病院
市立ひらかた病院
大阪ブレストクリニック

　兵庫県（24施設）
兵庫県立加古川医療センター
赤穂市民病院
兵庫県立西宮病院
兵庫県立淡路医療センター
兵庫県立がんセンター
独立行政法人国立病院機構

姫路医療センター
神鋼記念病院
市立伊丹病院
独立行政法人労働者健康安全機構

関西労災病院
兵庫医科大学病院
西宮市立中央病院
兵庫県立丹波医療センター
地方独立行政法人神戸市民病院機構

神戸市立西神戸医療センター
公立豊岡病院組合立豊岡病院
地方独立行政法人神戸市民病院機構
神戸市立医療センター中央市民病院

神戸大学医学部附属病院
公立学校共済組合近畿中央病院
西脇市立西脇病院
地方独立行政法人加古川市民病院機構

加古川中央市民病院
医療法人社団

神戸低侵襲がん医療センター
北播磨総合医療センター
医療法人明和病院

明和キャンサークリニック
兵庫県立尼崎総合医療センター
宝塚市立病院
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　京都府（11施設）
医療法人徳洲会宇治徳洲会病院
京都第一赤十字病院
独立行政法人国立病院機構

京都医療センター
京都府立医科大学附属病院
京都第二赤十字病院
社会福祉法人京都社会事業財団

京都桂病院
京都市立病院
京都大学医学部附属病院
宇治武田病院
京都中部総合医療センター
京都府立医科大学附属北部医療センター

　滋賀県（7施設）
独立行政法人国立病院機構

東近江総合医療センター
市立長浜病院
大津赤十字病院
彦根市立病院
滋賀医科大学医学部附属病院
公立甲賀病院
地方独立行政法人市立大津市民病院

　奈良県（7施設）
奈良県立医科大学附属病院
奈良県総合医療センター
近畿大学奈良病院
天理よろづ相談所病院
市立奈良病院
社会医療法人高清会高井病院
大和高田市立病院

　和歌山県（4施設）
日本赤十字社和歌山医療センター
紀南病院
和歌山県立医科大学附属病院
公立那賀病院

　鳥取県（3施設）
鳥取県立厚生病院
鳥取大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構

米子医療センター

　島根県（3施設）
松江赤十字病院
松江市立病院
独立行政法人国立病院機構

浜田医療センター

　岡山県（9施設）
公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構

倉敷中央病院
岡山赤十字病院
川崎医科大学附属病院
岡山大学病院
独立行政法人労働者健康安全機構

岡山労災病院
川崎医科大学総合医療センター
独立行政法人国立病院機構

岡山医療センター
岡山済生会総合病院
一般財団法人倉敷成人病センター

　広島県（9施設）
独立行政法人国立病院機構

東広島医療センター

地方独立行政法人広島市立病院機構
広島市立安佐市民病院

広島県厚生農業協同組合連合会
尾道総合病院

独立行政法人国立病院機構
呉医療センター・中国がんセンター

福山市民病院
独立行政法人国立病院機構

福山医療センター
広島大学病院
地方独立行政法人広島市立病院機構

広島市立広島市民病院
広島がん高精度放射線治療センター

　山口県（4施設）
山口大学医学部附属病院
社会福祉法人恩賜財団済生会支部

山口県済生会下関総合病院
山口県立総合医療センター
独立行政法人国立病院機構

岩国医療センター

　徳島県（3施設）
徳島大学病院
徳島赤十字病院
徳島県鳴門病院

　香川県（5施設）
高松赤十字病院
香川県立中央病院
三豊総合病院
香川大学医学部附属病院
独立行政法人労働者健康安全機構

香川労災病院

　愛媛県（5施設）
住友別子病院
社会福祉法人恩賜財団済生会今治病院
松山赤十字病院
愛媛大学医学部附属病院
松山市民病院

　高知県（3施設）
高知赤十字病院
高知県・高知市病院企業団立

高知医療センター
独立行政法人国立病院機構高知病院

　福岡県（20施設）
北九州市立医療センター
株式会社麻生飯塚病院
戸畑共立病院
久留米大学病院
独立行政法人国立病院機構

九州がんセンター
九州大学病院
国家公務員共済組合連合会浜の町病院
独立行政法人国立病院機構

九州医療センター
福岡大学病院
公立学校共済組合九州中央病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

九州病院
独立行政法人国立病院機構

福岡東医療センター
独立行政法人労働者健康安全機構

九州労災病院
産業医科大学病院
社会医療法人北九州病院北九州総合病院
福岡赤十字病院

社会医療法人財団池友会福岡和白病院
社会保険田川病院
医療法人徳洲会福岡徳洲会病院
医療法人原三信病院

　佐賀県（2施設）
佐賀大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構

嬉野医療センター

　長崎県（7施設）
社会医療法人財団白十字会

佐世保中央病院
地方独立行政法人

佐世保市総合医療センター
独立行政法人国立病院機構

長崎医療センター
長崎みなとメディカルセンター
日本赤十字社長崎原爆病院
長崎大学病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

諫早総合病院

　熊本県（8施設）
国家公務員共済組合連合会熊本中央病院
熊本大学病院
独立行政法人労働者健康安全機構

熊本労災病院
荒尾市民病院
独立行政法人地域医療機能推進機構

熊本総合病院
熊本市立熊本市民病院
国立病院機構熊本医療センター
熊本赤十字病院

　大分県（4施設）
大分大学医学部附属病院
大分県立病院
九州大学病院別府病院
社会福祉法人恩賜財団済生会支部

大分県済生会日田病院

　宮崎県（1施設）
宮崎大学医学部附属病院

　鹿児島県（10施設）
鹿児島大学病院
鹿児島県立大島病院
鹿児島県立薩南病院
独立行政法人国立病院機構南九州病院
県民健康プラザ鹿屋医療センター
社会医療法人博愛会

さがらパース通りクリニック
いまきいれ総合病院
社会福祉法人恩賜財団済生会川内病院
独立行政法人国立病院機構

鹿児島医療センター
公益財団法人慈愛会今村総合病院

　沖縄県（4施設）
琉球大学病院
沖縄県立中部病院
那覇市立病院
社会医療法人友愛会友愛医療センター

※ 2022年9月末までに承諾を
得られた施設を掲載
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治療用線量計校正のWEB受付と校正証明書の電子交付について
公益財団法人医用原子力技術研究振興財団

　従来の電話およびFAXによる校正のお申し込みを、令和5年4月の校正分より専用WEBサイトからの
申し込み受付に切り替えることといたしました。
　令和5年4月校正分の申し込み受付は、2か月前の令和5年2月1日より受付開始となります。現在、
WEBサイト開設に向けて開発を進めております。

背景：　現状の校正申し込み受付業務では、営業時間内での対応、物的制限（電話回線・メールアドレス　
各1つ）、人的制限（他業務を行いながらの受付対応）などの要因により、ユーザーとの日程調整、申し込み
集中時に他ユーザーへの対応が遅れるなど、時間が掛かる。また、申し込み内容に不備があった場合の再確
認の連絡。申込書の作成・送付、申込書情報のデータ入力による校正測定データの生成など、手間が掛かる。
この状況を改善したい。

改善方法：　受付フローをWEBサービスとして集約し、申し込み入力情報からデータ生成、申込書作成・
送付までを一貫して行う受付システム（以下、WEB受付）を構築します。
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WEB受付の内容：　このWEB受付システムは、アカウント登録後にご利用可能となります。登録後、専
用WEBサイトへログインすることで、以下のプロセスが有効となります。

　１ ．校正申し込みでは受付週ごとに残件数がリアルタイムで確認できます。また、残件数に空きがあれ
ば、その場で校正申し込み登録が可能です。但し、残件数を超える申し込みはできません。
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　２ ．登録済みの依頼について内容の閲覧が可能です。

　３ ．校正申し込みの「新規登録」は、校正日程最終日の7日前まで、「内容変更」・「依頼キャンセル」につ
きましては、校正日程初日の2日前まで対応が可能です。なお、取消後または変更後の件数減少分の残件
数は完全フリーとなります。同件数に別の申し込みをしようとした場合、別ユーザーが先に申し込みを行い残
件数不足となる可能性があります。

　４ ．校正申し込みの「新規登録」または「内容変更」を行うと、WEB受付システムからの自動送信メール
が届きます。その後、当財団で登録内容を確認し、「校正申込書」と「校正依頼品確認シート」が添付
されたメールが届きます。「校正申込書」および「依頼物品確認シート」は、押印および必要事項記入の上、校
正依頼品を当財団へ発送の際に同梱いただきます。「依頼キャンセル」を行うと、キャンセル受付のメールが届き、
依頼情報が削除されます。尚、これまでご協力いただいていた申込書の事前送付(FAX・メール)につい
ては不要となります。
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　５．校正証明書および請求書、納品書、見積書は、電子交付となります。
　　（校正証明書,請求書類の電子交付を参照）
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線量計校正担当者より

●一体校正サービス終了のお知らせ（再案内）
　2018年の分離校正サービス開始時よりご案内
のとおり、2023年4月1日校正実施分より、電離
箱線量計の校正は分離校正のみとなります。
　つきましては一体校正サービスの提供は2023年
3月末日までの校正実施分をもちまして終了いたし
ます。
　なお、一体校正実施可能な電位計型式の中には、
分離校正での電位計校正の対象とならない型式が
あります。電位計校正における受け入れ可能な型
式の最新情報は、当財団ホームページ「受け入れ
電位計一覧（電位計単体 JCSS 校正）」※）に掲載し
ておりますので、現在一体校正のみで運用されて
いる施設におかれましては、受け入れ可能な型式
についてご確認をお願いいたします。

●線源更新に関する報告
　2022年1月から3月にかけて量子科学技術研究
開発機構千葉地区でのコバルト60線源更新が行
われました。当財団では、線源更新時に、電離箱
校正に関する技術的な基礎データ等をレビュー
し、線源更新以降に期待される校正結果を検証し
ました。具体的には、お客様へ提供する校正定数
の値自体に系統的な変化が生じるか否かを検討し
たり、校正の不確かさについて全面的な再評価を
行ったりしました。
　今回の線源更新によってビーム強度が2倍以上
に回復しました。検証の結果、お客様へ提供する
校正定数の値自体に対して、線源更新による系統
的な変化はありません。一方、提供する校正定数
の不確かさは、一部の微小容量電離箱では信号／

ノイズ比が顕著に改善し、偶然誤差が抑えられる
ことから、線源更新直前より若干小さくなること
が期待されます（例えば相対拡張不確かさ（k = 2）
1.3 %が1.2 %に）。もちろんファーマー形電離箱
でも信号／ノイズ比が改善しており、その校正定
数の相対拡張不確かさ（k = 2）を1.0 %程度で今
後も維持できることが確認されました。

●空中校正サービス終了のお知らせ（再案内）
　当財団では、2004年より電離箱線量計の照射線
量単位の校正（空中校正）サービスを提供してま
いりましたが、2012年の水吸収線量単位の校正
（水中校正）開始以降、空中校正のご利用が減少し、
現状で極めて少ない状態となりました。これまで
の数年間は、経過措置として空中校正サービスの
維持に努めてまいりましたが、経営上の観点から
今後は空中校正サービスの継続が困難と判断いた
しました。
　つきましては、JCSS校正事業者登録に関連す
る手続きも考慮し、空中校正サービスの提供は
2022年10月31日までの実施分をもちまして終了と
させていただきました。
　ご利用のお客様には、何卒ご理解いただきます
よう、お願い申し上げます。長らくのご利用、誠
にありがとうございました。

※） 当財団ホームページ「受け入れ電位計一覧（電
位計単体 JCSS 校正）」：
https://www.antm.or.jp/03_activities/pdf/
list_002.pdf

●出力線量測定について
　当財団では、ガラス線量計素子（RPLD）を使用
した校正条件での「治療用照射装置（X線）の出力
線量測定事業」を平成19年11月に開始いたしま
した。以来、多くの医療施設からご理解とご信頼
を頂いておりますことを感謝いたします。本事業

は関連学協会および有識者によって構成された医
療放射線監理委員会の監理・監督のもとで行われ
ており、日本国内の放射線治療施設の治療装置に
おける品質管理評価へのサポートを目的とし、第
三者機関として測定システムを提供しておりま
す。また、令和元年11月より電子線の出力線量測

出力線量測定担当より
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定、令和2年4月よりIMRT郵送調査を開始いた
しました。

●第三者評価とは
　平成30年7月31日に厚生労働省より施行され
た「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」
（健発0731第1号）の改定があり、地域がん診療連
携拠点病院の指定要件の一つとして「第三者機関
による出力線量測定を行い、放射線治療の品質管
理を行うこと。なお、基準線量の±5%の範囲を
維持することが望ましい。」が盛り込まれました。
吸収線量計測に使用する電位計・電離箱の校正が
適切に行われ、測定に不備がなくとも、患者治療
ビームの出力を完全に保障するものではありませ
ん。患者治療において、治療計画装置へのデータ
誤入力、ビームデータ測定時の電離箱選択の誤り、
装置の不適切な使用等によって処方したい線量と
実際に投与される線量に予期しない差がみられる
可能性があります。本来、出力線量の品質保証は
各施設内において実施すべきことでありますが、
施設の吸収線量の決定とは別に独立した系（当財
団ではRPLD郵送測定）によって測定した吸収線
量と比較（当財団での判定基準は±5%以内）する
ことで、医療事故に繋がる基礎的なエラーを検出
し減らすことが可能であり、これら実際の患者治
療時に起こる様々な要因を包括して出力線量を評
価するシステムの一つが第三者機関による出力線
量測定です。また、日本放射線腫瘍学会の公認ガ
イドライン「放射線治療における第三者機関に関
するガイドライン2019」において当財団は暫定的
な第三者出力線量評価認定機関として指名されて
おります。

●  当財団の出力線量測定等の費用について（令和4
年10月現在）

＜X線出力線量測定＞
　１測定条件の申し込みを基本として、測定条件 
1～2条件では、１条件あたり33,000円 3～4条件
の測定では、1セット88,000円で、条件数での組
み合わせの料金となります。また、郵送費は6,000 
円となります。校正条件についてはエネルギー毎
に必ず選択して頂くことになり、その他の条件に
ついては任意のX線エネルギー、照射野、ウエッ

ジ角をお選び頂けます。
＜電子線出力線量測定＞
　X線の出力線量測定事業の費用に準じます。ま
た、使用する固体ファントムがX線のものとは別
になるため、郵送費等は別途4,000円となります。
＜IMRT郵送調査事業＞
　治療用照射装置、治療計画装置、照射エネルギー
の組合せを1条件とし（315,500円＋郵送費等
10,000円）で測定を行います。初回に限りまして、
2方向（Axial・Coronal）の線量分布評価を行いま
す。2回目以降は1方向（Axial）のみ線量分布評価
を行います。その際の測定料金も初回と同額とな
ります。

●申込方法
＜治療用照射装置（X線及び電子線）の出力線量
測定＞
　当財団のホームページより申込書を入手して頂
き、必要事項をご記入の上、Fax、E-mailにてお送
り下さい。「一般病院」と「がん診療連携拠点病院
等」では申込書および送付先が異なりますのでご
注意ください。

一般病院：
医用原子力技術研究振興財団 線量校正センター
　〒263-0041 千葉県千葉市稲毛区黒砂台3-9-19
　電話：043-309-4330
　FAX：043-309-4331
　E-mail：info-kosei@antm.or.jp

がん診療連携拠点病院等：
　国立がん研究センターがん対策情報センター
　がん医療支援部　放射線治療品質管理推進室
　〒104-0045　東京都中央区築地5-1-1
　FAX：03-3547-5013
　E-mail：qcsupport@ml.res.ncc.go.jp

＜IMRT郵送調査＞
　当財団のホームページより申込書を入手して頂
き、必要事項をご記入の上、E-mailにてお送り下
さい。施設と電子データのやり取りが必須となり
ますので、申し込みも原則E-mailにてお願いして
おります。E-mailでの申し込みが不可の施設があ
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財団ホームページの線量校正センター関連の更新

（2022 年 6 月 6 日）　

　2019 年度から 2021 年度に当センターによる治
療用線量計校正を実施した施設について、2022
年度調査分として施設名公表の掲載データを更新
いたしました。（例年、過去 2年間での実施施設
名の公表としておりますが、2022 年度の公表に
限り、コロナ禍およびコバルト線源更新期間の影
響を考慮して、過去 3年間での公表といたしまし
た）。
https://www.antm.or.jp/03_activities/025.html

　2019 年度から 2021 年度の期間に当センターに
よる出力線量測定を行った施設について、施設名
公表の掲載データを更新いたしました。

●トップページから
　放射線治療品質管理に関する情報は、ホーム
ページ画面上部「放射線治療品質管理」のタブか
らご確認いただけます。線量校正センターからの
情報が掲載されておりますので、定期的にご確認
いただきますようお願いいたします。

＜ページトップ「重要なお知らせ」の更新＞　　
（本稿作成時より一部抜粋）
　重要度の高いお知らせを随時更新しておりま
す。定期的にご確認ください。
・ 一体校正サービス終了のお知らせを掲載いたし
ました。（2022 年 8 月 3 日）
・ 出力線量測定における Elekta 製リニアック電
子線条件の正式サービスを開始いたしました。

りましたら、当財団までご相談ください。連絡先
は上記、線量校正センターの送付先と同様です。

＜出力線量測定及びIMRT郵送調査のお見積り
について＞
　当財団HPにて専用フォーム（https://www.
antm.or.jp/info-kosei/form.html）がございますの
でご利用ください。原則メールによるPDF形式
でのお渡しとなります。

●未取得条件での申し込みについて
　ソフトウェッジビームなど、当財団が未取得の
条件での出力線量測定が申し込まれた場合、出力
線量測定後に確認測定（施設に訪問して測定）を
行う可能性があります。その場合は、当財団より
施設の品質管理担当者様に予めご連絡申し上げま
す。

●  照射時の照射画面写真、治療計画レポートの添付の
お願いについて

　出力線量測定事業は今年で14年目を迎え、昨年
度、出力線量測定を実施した施設は211施設でし

た。本測定におきましては、施設側からの申告線
量と当財団の評価線量に5%以上のかい離があっ
た場合、原因究明のためのヒアリング調査を実施
し、原因が特定できない場合には再測定を推奨し
ております。再測定においても線量の異常値が解
消されない場合は、施設訪問による確認測定など
も検討いたします。現在、照射装置の設定状況（設
定MU、エネルギー、照射野、ウエッジ角度等）が
分かる照射画面をデジカメなどで撮影した印刷物
や、照射条件と計算MUが確認できる治療計画レ
ポートをご返送いただくようにお願いしておりま
す。そのため、ヒアリングでの原因究明が可能と
なり、再計算にて正常範囲となることが確認でき
るケースが増えてまいりました。引き続き、ご理
解とご協力のほど、よろしくお願いいたします。

　最後に、本事業は施設からの測定依頼により行
う業務であり、あくまでも第三者機関として施設
の測定・出力管理に対して助言を行うものである
こと、測定項目の性質上、個々の患者治療ビームの
出力を保障するものではないことを申し添えます。
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お知らせ
I n f o r m a t i o n

最近ではコロナへの意識も定常化し、ワクチン
接種の実施も進み、身の回りにいつもあるものと
いう慣れた感覚があります。マスクの着用、手洗
い、アルコール消毒なども意識しなくとも自然に
行っていて、安心しているわけではないが、どこ
か緩んだ感じがあります。忘れた頃に何とか・・・。
今一度、感染防止の意識が必要だと思います。
さて、Vol.12号では、巻頭言をはじめ、線量計
校正の形態移行についてのお知らせがあります。
来年度より分離校正へ完全移行されることから、
一体校正のサービス終了の案内も掲載されまし
た。分離校正の提供開始から4年半経過して約8
割の移行状況であり、残り2割の移行待ちとなり
ます。分離校正を未実施のユーザーには、ぜひ準
備をお願いいたします。
そのほか、線量計算におけるアルゴリズムの利

用に関する記事、地域における放射線治療品質管
理の施設間での連携支援について、線量計校正の
校正場の線源更新についての報告など、治療現場
での取り組みや取り扱う機器管理等の情報も掲載
されております。
また、今号では線量計校正申し込みのWEB受
付に関する案内、線量計校正および出力線量測定
担当からのお知らせでは、お申し込みや輸送時の
注意点など掲載されております。十分ご確認いた
だきまして、お間違いの無い、お申し込みをお願
いいたします。
当財団では、精度向上、実施体制および測定環
境等の整備を行うとともに、さらに計測校正事業
の充実した供給に努めてまいりますので、今後と
もご理解ご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。 （K.N）

編 集 記後

　IMRT 郵送調査の申込書を改定いたしました
（2022 年 6 月 24 日）。お申込みいただく際は必ず
最新のお申込書をご利用ください。
https://www.antm.or.jp/03_activities/038.html

　光子線治療品質管理支援業務の各ページでの更
新はございません。

　これまでに発刊した校正センターNEWSの各

号について、PDF版の公開を開始しております。
最新号についても順次公開予定となっております
のでご利用ください。
　https://www.antm.or.jp/07_material/03.html

　校正センターへのお問い合わせフォームを更新
いたしました。各事業に関するお問い合わせ、事
前見積依頼の際はお問い合わせフォームのご利用
をお願いいたします。
　https://www.antm.or.jp/info-kosei/form.html
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治療計画装置におけるモンテカルロ法を用いた
電子線線量計算が普及するためには

●一体校正サービス終了のお知らせ
●治療用線量計校正のWEB受付と校正証明書の電子交付について
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